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第４回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成25年８月20日) 

 

   第 ４ 回   熊本県議会  建設常任委員会会議記録 

 
平成25年８月20日（火曜日） 

                        午前10時０分開議 

                        午後０時22分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

   「幸せ実感くまもと４カ年戦略」の取り

組みについて(政策評価表による報告) 

報告事項 

  ①新熊本県建設産業振興プラン・アクシ

ョンプログラムについて 

②災害・経済対策に係る用地取得の現状

と今後の重点的な取り組みについて 

③緊急経済対策等の進捗状況について 

④瀬目トンネル（国道445号）検討委員

会・地盤検討委員会合同による現地調

査及び委員会について 

⑤「熊本県建築物耐震改修促進計画」

の変更について 

――――――――――――――― 

出席委員（７人） 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 杉 浦 康 治 

        委  員 堤   泰 宏 

        委  員 城 下 広 作 

        委  員 佐 藤 雅 司 

        委  員 池 田 和 貴 

        委  員 松 岡   徹 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 土木部 

        部  長 船 原 幸 信 

              政策審議監  佐 藤 伸 之 

          河川港湾局長兼 

     土木技術審議監 渡 邊   茂 

      道路都市局長  猿 渡 慶 一 

      建築住宅局長 生 田 博 隆 

        監理課長 成 富     守 

            用地対策課長 立 川     優 

    土木技術管理課長 西 田   浩 

      道路整備課長 手 島 健 司 

      首席審議員兼 

      道路保全課長 増 田     厚 

      都市計画課長 平 尾  昭 人 

      下水環境課長 軸 丸 英 顕 

        河川課長 持 田     浩 

        港湾課長 松 永 信 弘 

        砂防課長 古 澤 章 吾 

        建築課長 坂 口 秀 二 

        営繕課長 田 邉   肇 

        住宅課長 平 井   章 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 上 野 弘 成 

     政務調査課主幹  福  田  聖  哉 

――――――――――――――― 

  午前10時０分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、ただいまから

第４回建設常任委員会を開会いたします。 

 まず、本日の委員会に９名の傍聴の申し出

がありましたので、これを認めることといた

しました。 

 それでは、幸せ実感くまもと４カ年戦略の

取り組みについての説明に入りますが、質疑

については執行部の説明を求めた後に一括し

て受けたいと思います。 

 また、今回議題としますのは土木部が主と

なって取り組んでいます、戦略10災害に負け

ない熊本の中の政策51災害に強い基盤をつく

る及び戦略11熊本都市圏の拠点性向上の中の

政策56すべての道はくまもとに通じるの２件

であります。 
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 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るため着座のまま簡潔にお願いします。 

 それでは成富監理課長から概要説明を行

い、続いて担当課長から順次説明をお願いし

ます。 

 

○成富監理課長 監理課でございます。 

 それでは、まずＡ３横、平成25年度政策評

価の資料で、政策評価及びその概要について

御説明します。 

 １ページをお願いします。 

 左側(1)幸せ実感くまもと４カ年戦略の推

進についてをごらんください。 

 限られた経営資源のもとで効率的な行政運

営を行うため、前戦略に引き続きＰＤＣＡマ

ネジメントサイクルを活用して、新４カ年戦

略の着実な推進を図ることとしています。 

 ページの中ほどから下にＰＤＣＡマネジメ

ントサイクルの図を示しております。 

 次に１ページ目の右側、(2)本県の政策評

価についてをごらんください。政策評価の基

本的な考え方を記載しております。 

 次の３点に基づいて、政策評価を進めてい

きます。 

 １点目は、県民の視点でのわかりやすい政

策評価です。新４カ年戦略に掲げた戦略指標

の推移、達成度を使って評価を行うこと。県

民アンケートにより県民の意識を把握するこ

と。外部評価により県民の意見を評価に反映

させることです。 

 ２点目は、新４カ年戦略の階層に沿った評

価、進捗管理です。 

 下のピラミッドの図の形で、階層の体系を

お示ししています。 

 政策評価は４つの取り組みの方向性、15の

戦略に関する総括評価と、75の主な施策に関

する施策評価により構成しています。 

 ３点目は、評価結果の活用です。 

 評価結果をもとに、先ほど御説明したアク

ションの部分に当たる二役及び各部局長によ

る政策論議を行い、次年度の施策の方向性等

の検討につなげていきます。 

 次に、２ページ目をお開きください。 

 平成25年度政策評価の概要をまとめていま

す。 

 左側、(1)本県を取り巻く社会情勢を踏ま

えた今後の対応をごらんください。 

 第１段落で、新４カ年戦略の策定から１年

を経過した現時点での全体としての評価を記

載しております。個別にはこの後御説明いた

しますが、全体としてはおおむね順調に推移

しています。 

 しかし、第２段落のとおり、策定時から本

県を取り巻く社会情勢は大きく変わってきて

います。 

 第３段落以降、その変化に対する県の対応

を記載しています。 

 まず、国政では第２次安倍内閣が発足し、

大胆な金融政策を初めとする三本の矢が実行

され、その流れを追い風として新４カ年戦略

の加速化、景気・雇用の改善、財政健全化の

推進という３つを同時になし遂げられるよう

積極的に取り組んでいく必要があること。 

 他方、ＴＰＰ協定交渉が開始され、農業を

初めとする各分野の大きな影響が考えられる

ところから、情報収集・分析を進め、効果的

な対応を行っていく必要があること。 

 さらに、昨年７月の熊本広域大水害からの

早期復旧・復興に取り組んでいく必要がある

ことの大きく３点に留意しながら、新４カ年

戦略を推進していきます。 

 次に、ページ中ほどから下の(2)データで

見る新４カ年戦略の推進状況等についてごら

んください。 

 ①県民アンケートですが、５月に県内在住

の満20歳以上の男女1,500人を対象に実施し

た新４カ年戦略に関する意識調査の結果を記

載しています。４つの取り組みの方向性ごと

に整理しています。 

 まず、ア、活力を創るについて。活力溢れ
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る元気なくまもとに近づいているかどうかで

は、「そう思う」「どちらかといえばそう思

う」と回答した人が72.9％でした。 

 ページ右側に移っていただいて、戦略全体

で75ある施策に対する満足度についてです。

「活力を創る」では全体で26施策あります

が、安心安全・ブランド力を強化するの満足

度が高くなっています。 

 施策の今後の方向性では、「活力ある担い

手を育てる」や「観光客を呼び込む」施策に

もっと力を入れて取り組んでほしいと回答し

た人が多くなっています。 

 次に、イ、「アジアとつながる」について。

「アジアの中で存在感のあるくまもとに近づ

いているかどうか」では、「そう思う」「どち

らかといえばそう思う」と回答した人が59.4

％と低くなっています。施策に対する満足度

では、「アジアとつながる」は全部で４施策

ありますが、全体的に低い結果です。「施策

の今後の方向性」では、「観光客をふやす」

施策にもっと力を入れて取り組んでほしいと

回答した人が多くなっています。 

 次に３ページをごらんください。 

 ウ、「安心を実現する」について、「いつま

でも楽しく元気で安心して暮らせるくまもと

に近づいているかどうか」では、「そう思う」

「どちらかといえばそう思う」と回答した人

が76.6％でした。「安心を実現する」は全部

で21施策ありますが、施策に対する満足度で

は、こちらも全体的に低い結果となっていま

す。「施策の今後の方向性」では、「全体的に

もっと力を入れて取り組んでほしい」という

結果が出ています。中でも、「若者の雇用を

進める」や「病気になっても安心して暮らせ

る」施策などが顕著です。 

 最後に、エ、「百年の礎を築く」について

は、「誇りを持ち、夢の実現に挑戦するくま

もとに近づいているかどうか」では、「そう

思う」「どちらかといえばそう思う」と回答

した人が77.8％でした。「百年の礎を築く」

は全部で24施策ありますが、施策に対する満

足度では「地下水を守り抜く」や「阿蘇の草

原・景観を引き継ぐ」の満足度が高くなって

います。 

 ページ右側の、「施策の今後の方向性」で

は、「夢を拡げる」や「学力を育む」施策に

もっと力を入れて取り組んでほしいと回答し

た人が多くなっています。 

 次に、その下の「参考」です。 

 今回、調査した新４カ年戦略の認知度です

が、「知っていた」の回答が36％、「全く知ら

なかった」の回答が64％となっています。今

後、これまで行ってきた概要版パンフレット

の配布や県からのたよりを初め、新聞・テレ

ビなどの広報媒体を活用した情報発信に加

え、くまモンのフェイスブックやツイッター

の展開、県がかかわる会議やイベントの機会

などを、戦略全体を皆さんに理解いただける

ような工夫をしていきます。 

 次に、②戦略の指標の動向ですが、延べ77

の戦略指標のうち集計中を除く動向です。 

 全体では56指標が上向き、４指標が横ば

い、９指標が下向きとなりました。 

 また、うち10指標が最終年度、平成27年度

の目標値を達成しました。 

 ４ページ目以降に関しては、議題で後ほど

御報告する２つの施策に関する部分のみを御

説明します。 

 ８ページをお願いします。 

 右下の戦略10「災害に負けない熊本」の施

策51「災害に強い基盤をつくる」をごらんく

ださい。県民の満足度を見ますと、「やや不

満」や「不満」を合わせますと36.2％、「今

後の方向性」に関しても76％と高く、引き続

きしっかり取り組んでいかなければならない

と考えています。 

 ９ページをお願いします。 

 ２、戦略指標の動向については、特に指標

を設定しておりません。 

 10ページをお願いします。 
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 右上の戦略11「熊本都市圏の拠点性向上」

の施策56「すべての道はくまもとに通じる」

をごらんください。 

 県民の満足度を見ますと、「やや不満」や

「不満」を合わせますと30.0％、また「今後

の方向性」に関しては57.8％と、戦略11の中

では最も今後の取り組みを期待されている結

果になっております。 

 11ページをお願いします。 

 ２、戦略指標の動向です。戦略11に関して

は、４段目の幹線道路の整備進捗率を設定し

ており、平成27年度の目標値として50％を掲

げています。 

 平成24年度は矢印のとおり横ばいとなって

おりますが、これは整備計画において平成24

年度に供用予定箇所がなかったもので、平成

25年度以降の新規供用に向けて着実に取り組

みを進めております。 

 総括評価にかかる説明は以上です。 

 引き続き、建設常任委員会に関係する２件

の施策について、お手元のＡ４横の資料に基

づき担当課長が説明いたしますので、よろし

くお願いします。 

 

○増田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 資料の１ページをお開きください。 

 新４カ年戦略の安心を実現するという取り

組みの方向性に位置づけられるものですが、

戦略としては戦略10、災害に負けない熊本

で、具体的な施策として、災害に強い基盤を

つくるとなります。 

 取り組み内容としては、災害に強い社会基

盤整備を初めとする県民生活の安全・安心の

確保を図るため、道路、河川、港湾、排水機

場などの整備・補強を進めるとともに、地域

防災拠点等への自立・分散型エネルギーシス

テムの導入を進めるというものです。 

 それでは具体的な内容ですが、土木部の関

連する部分で各課の代表的な取り組みについ

て記載しております。 

 まず、道路保全課の内容を説明します。 

 平成24年度の主な成果ですが、平成23年度

に策定しました舗装維持管理計画について、

平成24年４月１日から本格的な運用を開始

し、舗装の長寿命化及び舗装費用の縮減を図

ったところです。 

 平成25年度の推進方針等ですが、平成25年

度は道路施設の健全性の確認を目的とした道

路ストック総点検を実施するとともに、道路

防災、トンネル、道路照明、道路情報表示板

について維持管理計画を策定することとして

おります。 

 今後の方向性ですが、今後とも予防保全型

維持管理の推進によるライフサイクルコスト

の縮減や予算の平準化を図るため、残る施設

についても維持管理計画を策定してまいりま

す。 

 以上です。 

 

○松永港湾課長 港湾課です。 

 ２段目をごらん願います。港湾課は、海岸

保全施設の耐震調査について記載しておりま

す。 

 まず、平成24年度の主な成果としては、県

が管理しております港湾海岸の海岸保全施設

を対象にして、目視点検及び測量に着手いた

しました。 

 次に、平成25年度の推進方針、進捗状況及

び今後の方向性としては、目視点検及び測量

とともに耐震精度の評価を行う調査を完了さ

せることとしております。 

 なお、これらの調査結果を踏まえまして、

次年度以降、海岸施設の耐震対策に順次取り

組んでいくこととしております。 

 港湾課は以上です。よろしくお願いしま

す。 

 

○古澤砂防課長 それでは、中ほどの砂防課

の内容を御説明申し上げます。 
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 まず、平成24年度の主な成果でございます

が、土砂災害から住民の命及び身体を保護す

るソフト政策としまして、平成17年度から土

砂災害防止法に基づきまして、土砂災害危険

箇所におきまして警戒区域等の指定に取り組

んでおります。昨年度は2,039カ所を新たに

区域指定いたしまして、県内の区域指定率が

42％まで向上しております。 

 中ほどの、本年度平成25年度の推進方針等

でございますが、今年度、平成25年度はさら

に基礎調査などを実施いたしまして、約2,00

0カ所程度を新たに警戒区域指定を行いまし

て、県内の区域指定率を56％まで向上させる

予定でございます。 

 最後に今後の方向性でございますが、平成

28年度までに県内全ての土砂災害危険箇所に

つきまして、警戒区域等の指定完了を目指し

まして必要な調査等を行い、着実に実施して

まいりたいと考えております。 

 砂防課は以上でございます。 

 

○持田河川課長 １ページの最下段をごらん

ください。 

 河川課、砂防課、道路保全課の共通部分に

ついて、代表して内容を御説明いたします。 

 まず、平成24年度の主な成果ですが、県内

に未曽有の被害をもたらしました昨年７月の

熊本広域大水害を受け、砂防関係では災害関

連緊急事業に着手するとともに、河川関係で

は白川水系の延長約37キロにわたり、河川激

特事業が採択をされ、おおむね５年間で家屋

の浸水被害の解消を基本とした緊急的な河川

改修に着手いたしました。 

 次に、中ほどの欄ですが、平成25年度の推

進方針等です。引き続き早期の復旧復興を目

指して、砂防や河川の激特事業などを着実に

実施してまいります。 

 最後に今後の方向性ですが、今後はハード

整備の重点化を図るとともに、河川監視カメ

ラの設置や災害情報共有システムの活用な

ど、ソフト対策と一体となった防災・減災対

策を推進してまいります。 

 また、全てに共通することではあります

が、計画的な整備を図るとともに、維持管理

システムを構築し、災害に強いインフラ整備

を進めてまいります。 

 以上です。 

 

○坂口建築課長 建築課長の坂口です。 

 建築課の内容を御説明します。 

 ２ページをお開きください。 

 平成24年度の主な成果ですが、平成19年３

月に熊本県建築物耐震改修促進計画を策定し

まして県有施設の耐震化に取り組んでおりま

すが、平成24年度末で総合庁舎等の活動拠点

施設の耐震化率は95.7％、特定建築物の耐震

化率が99.7％となっております。 

 平成25年度の推進方針等ですが、県有施設

の耐震化率の向上はもちろんですが、民間建

築物の耐震化を促進させるために、技術者向

けの講習会や市町村と連携した補助事業を実

施します。 

 なお、県有の活動拠点施設や特定建築物に

つきましては、本年中に耐震化率100％にな

ります。 

 今後の方向性ですが、平成27年度までに民

間を含む特定建築物の耐震化率90％を目指し

て取り組んでまいります。 

 建築課は以上でございます。 

 

○手島道路整備課長 次の取り組み内容は、

有明海などの沿岸部においては津波や高潮被

害を軽減する機能を備えた道路整備構想の具

体化に向けた取り組みを進めるというもので

ございます。 

 本資料とは別にお配りしておりますＡ３横

の熊本県の道路網図をあわせてごらんくださ

い。 

 まずは、熊本天草幹線道路についてです。

道路網図は３番をごらんください。 
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 平成24年度の成果ですが、本渡道路につい

ては本渡道路を本渡都市計画に追加し、事業

化に向けた手続が進みました。 

 平成25年度の推進方針及び今後の方向性で

すが、平成24年度の取り組みの結果、ことし

５月に新規の補助事業として採択された本渡

道路については、調査設計を推進し、平成26

年度からは用地取得に着手できるよう取り組

んでまいります。 

 次に、有明海沿岸道路Ⅱ期についてです。 

 道路網図は１番をごらんください。 

 平成24年度の主な成果ですが、国・県・熊

本市の３者で検討を重ね、全線の計画路線指

定に向けての地域課題、原因分析等の整理が

進みました。 

 平成25年度の推進方針等及び今後の方向性

ですが、ことし５月に事業化に向けた国の計

画段階評価を進めるための調査を行う箇所と

されました大牟田市から長洲町間について、

国の調査、検討に協力するとともに、国直轄

による整備を要望してまいります。 

 また、大牟田市から熊本市までの有明海沿

岸道路Ⅱ期全線についても、国直轄による整

備を要望してまいります。 

 災害に強い基盤をつくるの説明は以上でご

ざいます。 

 引き続き３ページでございます。 

 百年の礎を築くに位置づけられる取り組み

について、道路整備課から説明いたします。 

 戦略としては、戦略11熊本都市圏の拠点性

向上で、具体的な施策としては、すべての道

は熊本に通じるとなります。 

 取り組み内容としては、九州の中心に位置

する熊本の地理的特性を踏まえた、全ての道

は熊本に通じるという考えのもと、九州中央

自動車道、南九州西回り自動車道、中九州横

断道路、有明海沿岸道路構想など幹線道路ネ

ットワークの整備を進めるとともに、国道57

号の渋滞解消のための４車線化や90分構想の

実現に向けた熊本天草幹線道路の早期整備に

取り組むというものでございます。 

 それでは具体的な内容について、事業箇所

ごとに説明します。 

 まずは、中九州横断道路についてです。 

 道路網図は、５番、６番をごらんくださ

い。 

 平成24年度の成果ですが、昨年７月に被災

した国道57号の滝室坂の抜本対策として、ま

た将来の中九州横断道路の一部としても活用

できる道路整備として、滝室坂道路の事業化

を国に要望してまいりました。県議会におい

て大変御尽力を賜ったところでございます。 

 平成25年度の推進方針等及び今後の方向性

ですが、平成24年度の取り組みの結果、こと

し５月に国の新規事業として事業化された滝

室坂道路については、仮称滝室坂トンネルが

一日も早く着工できるよう、阿蘇市と連携し

ながら地元説明会への参加や環境省等の関係

機関及び地元との調整などに積極的に協力し

てまいります。 

 また、熊本市から大津町間については、こ

とし５月に国が着手した計画段階評価の手続

が早期に完了し、事業化に向けた事務手続が

着実に進むよう国に要望してまいります。 

 次に、熊本天草幹線道路についてです。 

 道路網図は２番、３番をごらんください。

３番の本渡道路については、先ほど災害に強

い基盤をつくるの施策の中で説明したとおり

ですので、説明を省略させていただきます。 

 ここでは、２番の大矢野バイパスについて

説明します。 

 平成24年度の成果ですが、早期供用に向け

て事業を推進し、宇土半島と天草上島を結ぶ

仮称新天門橋の工事を発注しました。 

 平成25年度の推進方針等及び今後の方向性

ですが、早期供用に向けて引き続き事業を推

進してまいります。 

 次に、九州中央自動車道についてです。 

 道路網図は、８番から10番をごらんくださ

い。 
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 平成24年度の成果ですが、仮称嘉島ジャン

クションから小池高山インターチェンジまで

の区間の平成25年度供用開始に向けて、国に

おいて着実に事業が進められました。 

 平成25年度の推進方針等ですが、同区間の

今年度内の供用開始に向け、引き続き事業を

促進してまいります。 

 小池高山インターチェンジから仮称北中島

インターチェンジまでの区間については、こ

とし６月に供用予定年度を平成30年度とする

ことが公表されたところです。引き続き事業

を促進してまいります。 

 また、今年度国の計画段階評価を進めるた

めの調査を行う区間として指定された蘇陽か

ら高千穂間については、調査が早期に完了す

るよう国に要望してまいります。 

 さらに、矢部から蘇陽間については、計画

段階評価を進めるための調査に早期着手する

よう国に要望してまいります。 

 今後の方向性ですが、事業中箇所の整備が

着実に進むよう事業促進するとともに、蘇陽

から高千穂間を含む未事業化区間において、

事業化に向けた事務手続等が着実に進むよう

国に要望してまいります。 

 次に、南九州西回り自動車道です。 

 道路網図は４番をごらんください。 

 平成24年度の成果ですが、芦北インターチ

ェンジから仮称津奈木インターチェンジまで

の区間の平成27年度供用開始に向けて、国に

おいて着実に事業が進められました。 

 平成25年度の推進方針等及び今後の方向性

ですが、同区間の平成27年度供用開始に向け

て引き続き事業を促進するとともに、続く津

奈木インターチェンジから県境までの区間の

供用予定年度が早期に明示されるよう、国に

要望してまいります。 

 次に、国道57号の４車線化についてです。 

 道路網図は７番をごらんください。 

 平成24年度の成果ですが、国道57号立野拡

幅及び瀬田拡幅の事業区間のうち、南阿蘇村

立野から大津町瀬田間の平成26年度供用開始

に向けて、国において着実に事業が進められ

ました。 

 平成25年度の推進方針等及び今後の方向性

としては、同区間の平成26年度供用開始に向

けて引き続き事業を促進してまいります。 

 また、残りの区間についても早期に供用開

始されるよう、国に要望してまいります。 

 最後の、有明海沿岸道路Ⅱ期については、

先ほど災害に強い基盤をつくるの施策で説明

したとおりですので、説明を省略させていた

だきます。 

 すべての道はくまもとに通じるの説明は、

以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。 

 ただいまの説明について質疑はありません

か。 

 

○佐藤雅司委員 最初の25年度政策評価につ

いてですが、３ページの幸せ実感くまもと４

カ年戦略の認知度。たしか、８月の６日に高

校生議会がございました。部長も当然出られ

たというふうに思っておりますけれども、あ

る学校、まあ８校ありましたけれども、ある

学校の生徒が、これは教育長への質問だった

と思いますけれども、この４カ年戦略を学校

の先生がほとんど知らなかったと。自分が質

問するために先生方に聞いて回ったと、そし

て調査をした。ほとんど知らなかったと。 

 ここでは、一般の県民の方でも大体35～36

％の人は知っていたと。４割近くの県民の皆

さん方が、大体４カ年戦略、ああそうか聞い

たことがあるな、あるいは新聞で聞いたこと

があるなと、そういう感じだったと思う。学

校の先生が、しかも高校の先生方がほとんど

知らなかったというのは一体何だろうかな

と。日ごろから、やっぱり社会の一般通念
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上、常識として熊本県政がどのような方向に

進んでいるのかぐらいは少なくとも知っとっ

てほしいなというふうに私は思ったんですけ

れども、残念ながらそういうことであったな

あというふうに思います。 

 したがって、部長の感想でいいから、それ

について、これはもう全然範疇外かもしれま

せんけれども、ちょっとお聞きしたいなとい

うふうに思っておりますけれども。 

 

○船原土木部長 実は私も高校生議会で、質

問の中でそういう高校生みずから知っている

人もほんのわずかで、その上、学校の先生で

あればある程度御存じかと思ったんですけれ

ども、相当低い数字を述べられたということ

で、私自身、正直愕然としたところでござい

ます。もう、それ以上は。 

 

○佐藤雅司委員 やっぱり議場内から、やっ

ぱり苦笑いのような苦笑が漏れたというの

が、実は内容だったかなというふうに思いま

すけれども、知事も、がっかりしたなあとい

うような印象を持っておったんですけれど

も、学校の先生は確かに教科書に基づいて子

供たちに教えていればいい、大変な、忙しい

ということも、子供たちと向き合う時間がな

いとか、いろんなことを課題として上げられ

てはおりますけれども、少なくとも県政がど

のように進んでいるのか、熊本県の教育ある

いは政治状況あるいは行政の状況がどのよう

にあるのかということぐらい、社会人として

の最低限の知識じゃないかなというふうに私

は思うんですけれども、その辺も何か、ぜ

ひ、ほかの委員会では出なかったかもしれま

せんけれども、議員さんも４名か５名お見え

とったんで知っておられる方はいると思うん

ですけれども、部長会議あたりで、もしそう

いう話が、ぜひとも、部長あたりからそうい

う意見があったということを出していってい

ただいて、なぜなのかというぐらいのひとつ

検証は、検証というか、そんな仰々しい検証

でも要らないんで、感覚的なもんでも結構で

すから、その辺はぜひやってほしいなという

要望でございます。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

ほかに質疑はありませんか。 

 

○城下広作委員 ちょっと似たような方向な

んですけれども、この幸せ実感４カ年戦略

と、このいろんな各分野で、特にこの土木の

分なんですけれども、確かに県民が、こうい

うことが実現すると幸せを感じると。県民と

してよその県よりも本当に幸福感に満ちあふ

れるというようなことで各部門いろいろ考え

てやるんですけれども、特に土木の場合に先

ほどあったように、例えば道路整備だとかい

ろいろ観光の誘致だとかいろんなことを絡ま

せて、結果的に県民として幸せ感があり、ま

た収入がいろいろと向上するというような希

望だけれども、どうしても土木のイメージの

予算というのは、一時、無駄とか逆に多額の

お金がかかるとか、意外とそのことを、これ

だけ投資すると結果的にこういうふうに私た

ちの生活に返ってくるんだというようなこと

がなかなかこうわかりづらいというか、理解

してもらえない部分も非常にあると。まして

やこれだけの、先ほど各課の関係する分で相

当予算かかって、相当な国民、県民というの

は負担をしなければいけない。だけど、負担

をするかわりにその分だけ違う形で返ってく

るという幸せ実感につながるんだということ

が、やっぱりうまく伝わらないと、結果的に

その事業に対する評価というのが薄れて空回

りをしていくというような形。結果的には先

ほど言われた認知度というのが基本的に低い

から、結局みんながそれを知ろうとしないと

いうか、また支えていこうとしないというよ

うなことに、また結局めぐるんじゃないかと
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いうことで、やはり少なくとも土木の部分は

土木の部分でこの幸せ実感４カ年戦略で、も

うほかの課とは違って、どこの部とは違っ

て、どうしたらこの分野と部分で、こうやっ

て確実に計画どおりやっていくと県民として

豊かに幸せになるというんだということのメ

ッセージ力を、やっぱりもっと工夫しなけれ

ばいけないというか、そもそも県民が認知度

が少ないということ自体が、余り県政に日ご

ろ関心を持たないという抜本的な問題もある

んでしょうけれども、この辺を僕は食らいつ

かせると。特に土木は、そういう目に見える

地域の、ある意味ではインフラ整備で恩恵を

受ける、それは地域のエゴではなくて全体に

公益になるんだというような形のやっぱ説明

というかＰＲの仕方というのに今後ますます

力を入れていってもらいたいなと。だから、

たかが道路整備じゃないんだ、たかがインフ

ラ整備じゃないんだというようなこと、それ

はもう命を守り、最終的にはこのアンケート

にありました、熊本はもっと観光に力を入れ

てもらいたい、もっとアジアの中で中心にな

ってもらいたいというような形、そのために

は人が来るような受け皿をしっかりやらにゃ

いかぬということで、非常に大事な部分だと

思います。その辺のことをやっぱりどう伝え

ていくかという、やっぱりあとはもう伝え方

だなと。我々も議会としてそういうことをど

んどん発信しながら絡み合う形で進めていく

しかないのかなと思うんですけれども、非常

にそういうアンケートも踏まえながらいろん

な各部門あるんですけれども、特に土木の部

分に関してはやっぱりそういう、道路整備

で、要するに全ての道は熊本にということ

は、まさに熊本がそのことによって光り輝く

というような形の部分の環境整備をやってい

かないかぬということですから、今からだん

だんだんだんお金がかかって、国民負担がだ

んだんふえるということで、意外と反発を受

けやすくまたなると思いますので、しっかり

その辺のことを納得いくような、そして投資

しても必ずそれ以上に恩恵を受けるんだとい

うような形でどんどん頑張っていただきたい

なというふうに思っております。 

 そういう部分で何かあればと。 

 

○船原土木部長 まさに我々もこの資料を出

しているときに、土木の事業の効果発現とい

いますか、ただ４カ年戦略の中で仕事ができ

上がって効果が発現するというのは非常にま

れ、まれといいますか時間がかかるしお金が

かかるというのが土木の事業なもんですか

ら、こういう資料でお見せするのは非常に難

しいなというのが実感でありますので。た

だ、さりとてそれを県民に示していくという

ことで御理解、御支援をいただけるものと思

っておりますので、今の御指摘はしっかり受

けとめて、表現ができるような工面をしたい

というふうに思います。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほか質疑ありませんか。 

 

○松岡徹委員 道路保全課関係ですけれど

も、説明資料の１ページのこの平成25年度の

推進方針・推進状況のところですけど、道路

防災、トンネル、道路照明、道路情報標示板

について維持管理計画を策定するとなってお

りますが、道路関係の去年の委員会からずっ

と、一昨年かな、から議論しているんですけ

れども、やっぱり維持修繕、管理がこれから

は大変になると。僕は別な文献で調べたら国

土交通省所管の、それは道路だけじゃなくて

道路、港湾、空港とか河川とか海岸とかの大

体維持修繕管理費用が2011年から60年までの

50年間で190兆円という国交省が試算してい

るんですね。そのうち今の予算の組み方でい

くと30兆円足らんで措置できないというまた

分析もしているのを読んだことがあるんです
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けれども、それをひとつ道路に置きかえてみ

ると、県の所管のいわゆる県道関係のそれら

全体のその、いわば試算といいますか、そう

いうものはいわば把握する必要があるんじゃ

ないかと思うんですよ。それで計画的なやっ

ぱ予算も組んでいく、計画も立てていくとい

うことが必要だと思うんですけれども、そこ

ら辺の状況はどんなになっているかな。 

 

○増田道路保全課長 先生、今御指摘ありま

したように、維持管理費というので今から増

大していく。これにつきましては国のほうで

危機感を持っておられまして、昨年の暮れの

笹子トンネルの事故を契機にといいますか、

まあその以前からメンテナンス関係について

はいろいろ研究なり提言なりはなされておっ

たんですけれども、本年の１月にメンテナン

ス政策元年の緊急提言というようなことで、

国交省の審議会のほうからも提言がなされて

おりますし、それを受けてなんですけれど

も、昨年度の２月の補正で道路ストックの総

点検というようなことで、そういう維持管理

計画に向けた現状把握のための調査費あたり

もつけられておりますし、また、６月になり

まして道路法等の一部を改正する法律案とい

うことで、こういう道路点検についても法律

のほうできちっとうたわれるというようなこ

とになっております。 

 本県につきましては先ほど報告いたしまし

たように舗装と、それから橋梁につきまして

は23年度までで一応維持管理計画を、長寿命

化計画を立てまして、必要額の算定までやっ

ております。これに基づきまして事業のほう

は進めておるという状況でございます。 

 本年度につきましては、トンネルそれから

照明関係についての維持管理計画を立てると

いうことで、当然、現状の把握とそれから必

要額という算定をやりまして、今後の維持管

理についてはきちっとやっていくということ

で考えております。 

 以上です。 

 

○松岡徹委員 そうすると、大体の長期的な

トータルとしての費用がどのくらい要るかと

いうのを踏まえて、単年度の予算も組むよう

なふうにしているというふうに理解していい

わけですかね。 

 

○増田道路保全課長 はい、そういうことで

考えております。 

 

○松岡徹委員 これは別途またちょっと細か

い資料はいただければと思います。 

 もう１点、河川課のほうに。 

 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

○松岡徹委員 河川課のいわゆる広域大水害

対応として、白川水系については河川激特事

業を初めとする河川改修を促進するというふ

うにあるわけですけど、この中には黒川も当

然含むと思うんですけど、この補足資料で熊

本広域大水害にかかる用地取得の概要一覧と

関連して見ると、ここでは黒川関係では、小

倉の遊水地については、79筆中60筆取得が済

んで、今後地役権設定契約をする予定だとい

うふうに書いてありますけど、黒川のいわば

遊水地計画では、手野の遊水地計画がありま

すたいね。そっちのほうはどうなっているの

かなと。 

 それから黒川の一帯全体では、いわば遊水

地計画、遊水地計画も二通りありますけれど

もね。遊水地計画と輪中堤と宅地かさ上げと

河道の掘削とか、いろんなメニューがありま

すね。そこら辺については、まあこれだけの

説明文書だから省かれたんだと思いますけれ

ども、もう少しちょっと詳しく教えていただ

ければと思います。 

 

○持田河川課長 委員から今御説明のありま
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した、まず遊水地のほうなんですけれども、

小倉と手野というのが今回の激特事業で黒川

で向かう遊水地になっています。このうち小

倉のほうについては、昨年の災害が起こる前

から実は交付金事業で事業化しておりました

ので、既に用地を買っているという状況で

す。ですので、現在７割ほど用地が進んでい

ると。 

 それに対して手野については、河川整備計

画の中に位置づけがある遊水地なんですが、

昨年の激特を契機にこれに取り組むというこ

とになりましたので、今年度こちらのほうに

ついては設計と模型実験、これをやって諸元

を確定させた後、用地交渉に着手すると、そ

ういった予定にしております。 

 あと黒川27キロ今回激特で取り組むんです

が、市街地部の内牧ですね、こちらについて

は主に河川掘削で取り組みまして、それで家

屋の浸水被害をなくすという計画です。これ

につきましては今年度工事に向かうというこ

とで、今月になってから工事の公告を始めた

ところでございます。あと内牧の上流と下流

については輪中堤それから宅地かさ上げなど

で、宅地の浸水被害を防止するという計画な

んですが、これについてはまちづくりとかど

ういったところに輪中をつくるのかとか、そ

ういったところが密接に絡んできますので、

地元の代表の方、区長さんとか学識の方をメ

ンバーとして協議会を今立ち上げの準備をし

ております。おおむね順調にいきますと、来

月あたりには協議会の立ち上げが成るかなと

いう今状況にしておりますので、そういった

ところで、そういった輪中堤の計画とかまち

づくりの計画を議論していただいて、計画を

確定させたら用地買収、工事のほうへ移って

いくという、おおむねそういう流れで考えて

いるところです。 

 

○松岡徹委員 全体として、去年の水害のこ

の白川水系の河川改修を河口から上って見ま

すと、これは災害直後からずっと何回もやり

まして、最近もまた見て回ったんですけど、

国管理のその小磧橋までは仮堤防を含めて、

私の地元の渡鹿周辺も含めて、いわゆる去年

のような規模の洪水が出ても何とか対応でき

ますというふうになってんですけどね、そこ

から上がなかなか、いろんな難しい問題があ

るということは承知しておりますけど、住民

から見るともっと何とかならぬかというの

と、もっと自分たちの意見も聞いてくれとい

うような、さまざまですけどね、阿蘇の場

合、黒川の場合は阿蘇市との協力も含めて、

もちろん住民の皆さんの同意を前提に、やは

り災害対策だからやっぱり急がないといかぬ

という面は、５年間という中で急いで着実に

進めていくということでやっていただく必要

があるのかなと思います。答弁は要りませ

ん。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質疑ありませんか。 

 

○池田和貴委員 済みません。きょうの説明

を聞いて土木部が一体化、縦の流れの中でや

っていく部分についてはよくわかったという

か説明を聞いて納得できるところもあるんで

すが、しかし、本来ちょっと総括評価で見た

ときにどうなのかなと思ったのは、この土木

部とは関係なくて、例えばこの平成25年度の

政策評価案にある、例えば７ページの百年の

礎を築くというところに戦略11で熊本港のガ

ントリークレーンの写真が出ていますよね。

たしか港湾課でやられたですよね。この港湾

課でやったガントリークレーンは戦略11です

から、アジアとつながる、再編強化するとい

うことでやられたと思うんですが、しかし、

これは例えばアジアとつながるという戦略の

中の海外の輸出に対して、この間の新聞報道

でもありましたけれども、このガントリーク

レーンが整備されただけではありませんが、

そのほかの複合的な要素も含んで、その中の
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一つとしてガントリークレーンが整備された

ことによって、中国向けの船の航路が１つふ

えて、それで輸出、輸入の貨物がふえたとい

うようなことが出ていると思うんですね。 

 そういう意味では、この政策評価の説明の

仕方としてですね、まあなかなか難しいとこ

ろがあると思うんですが、そういうほかの戦

略とも非常に連携した部分というのも本当

は、私たち議会としては聞きたいところなの

かなという思いが実はしていましてですね。 

 あと、この例えば道路網の整備について

も、この道路網の整備というのはそのほかの

戦略にもかなりの部分でリンクしてきている

んだと思うんですね。そういった部分の全体

の戦略に対して、先ほど城下先生のほうから

もありましたけれども、どういうふうにその

土木部のやっている事業がこう連携されて

て、そしてこの元気な熊本をつくるためにや

っているのかというところの説明というの

は、なかなかこの委員会ごとに縦でちょん切

っちゃうと難しいのかなという気もしなが

ら、やっぱりそういうところもちょっと触れ

てほしかったなというのが、ちょっと私の実

は感想でございます。 

 それで、それは済みません、ひとつ感想と

して実は聞いておいてください。 

 今後、委員会のあり方としてですが、今回

の政策評価自体は今まで皆さん方の中では評

価をされていて第三者にも見られていますけ

れども、議会のほうにはかかってなかったわ

けですから、議会に初めてかかったというと

ころでは、これは私たち議会として非常にい

いことだと思うんですが、もう少しこれを機

会として、今後のやり方も、ぜひ委員長も含

め皆さん方でもちょっと考えてほしいかなと

いうような気がいたしましたので、少しそう

いう感想を述べて、また要望とさせてもらい

たいと思います。 

 

○内野幸喜委員長 そうですね、今池田委員

がおっしゃったこと、さっき城下委員がおっ

しゃったことも、やっぱりみんな委員共通し

て認識していることだと思いますので、今後

また、今回初めてのこれは取り組みでです

ね。今後その辺の委員会の運営のあり方等も

含めて執行部ともまたやりたいと思いますの

で。 

 

○池田和貴委員 済みません、続けて今度

は、さっき質問を用意していて忘れていたん

で、思い出したんで言います。 

 今回のその戦略の中で、道路、河川、港

湾、排水機場の整備・補強を進めるというこ

とが取り組み内容になっております。これに

ついては私も質問しましたが、かなり先ほど

道路保全課長のほうからもありましたけれど

も、長寿命化とかいろいろな計画がだんだん

だんだんこうつくられていっているというふ

うに思っております。 

 ただ、ここで先ほどどれくらいコストがか

かるかという見積もりもしたというお話があ

ったんですが、特に私ここ１カ月か２カ月ぐ

らいいろいろテレビとか報道で見ています

と、その補強をする上で、実際はその補強の

見積もりというのは今の段階でやっているん

ですけれども、実際その補強を受けた事業者

の立場からすると、補強だけやっていると事

業が成り立たないというような声がかなりの

ところで出ているというのが、ＮＨＫの特集

とかでも組まれたりしてたんですよね。ある

意味それは予算を縮減するという観点からは

いいんですが、地元の建設事業者を育てると

いう意味ではマイナスに作用する部分もある

んだと思うんですよね。その辺をどう考えて

いるのかというしところというのは、やっぱ

りその県の土木行政の中の一つ考えるべきと

ころでもあるんじゃないかなと思うんです

ね。今、特に道路、橋の補修なんかをやって

いるところ、これは新潟の例だったですか

ね、新潟の例がありましたけれども、何本か
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出たんだけれども、実際やってみるとどこも

やはり事業としては本当は成り立たないんだ

けれどもやっているんだというような事業者

のコメントが紹介をされたりはしていました

けれども、その辺は県として何かそういう認

識はあるのかな、それともそういうふうには

なってないと思っていらっしゃるんですか

ね。 

 

○手島道路整備課長 池田委員から今お話が

あったですね、やっぱり特に橋梁の補修の小

さい工事だと、なかなかやっぱり人間１人つ

けて、監督員をつけてやっていくとなると、

なかなかもうけが出ないというようなことは

全国的にやっぱり言われております。 

 それで、熊本県で全てやっているわけじゃ

ないんですけれども、やっぱり幾つかの工事

を一緒にやってもらう、そうすることによっ

て、実際は離れていますから一定の金は余計

かかるんですけれども、１人の方が専任でで

きるものがふえると、ある一定のお金が残っ

ていくというようなこともありまして、そう

いうようなことも含めていろんなことをやっ

ているところでございます。 

 

○池田和貴委員 わかりました。 

 先ほど松岡委員のほうからも指摘がござい

ましたが、今後その土木の予算というのは結

構補修関係のほうにやっぱりシフトしていく

だろうというふうに言われていて、そのとお

りだろうというふうに思うんですが、という

ことは、やっぱりそこの部分、補修にかかる

部分でやっぱり地元の事業者を育成しなが

ら、なおかつ地元の技術力も上げていきなが

ら、災害に遭ったったときにはやっぱりその

人たちに出てもらわなければいけない部分も

ありますし、そういうのはやっぱり地域に近

い部分として県としては知恵を絞っていただ

きたいというふうに思っています。それを要

望しておきます。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質疑ありませんか。 

 

○堤泰宏委員 大変立派なこの４カ年戦略と

思います。それで、高校の先生も余り周知を

されていないということは、やはりこれは知

らないほうが悪い、また受け取るほうにうま

く伝える力がこの戦略にあるのかないのか。

私は、これは鶏と卵のような気がいたしま

す。特に、この土木部というのは、やはり費

用対効果、何でも仕事をするときには、その

元金は税金であるわけですね。これは今、非

常に景気が悪いです。マスコミは緩やかな回

復とか言いますけれども、実態はそんな生易

しいもんじゃないです。その中で一般の事業

者、皆さんも納税者ですけれども、税金を払

って、いかにしてこの税金というのを有効に

使うかというのを、今まで以上にこれは考え

る時代に来ているような気がいたします。バ

ラ色の夢は、日本の昭和40年代から50年代、

高度経済成長のときには非常にこうもてはや

されてきましたけれども、その結果が果たし

ていかばかりであったかというのも私は検証

しなきゃいかぬと思います。非常にこれは聞

こえはいいですな、見た目もいいです。本当

に気持ちがいいですね。しかし、これが本当

に予算的に実現できるかなと思うと、これは

この中の幾つかがこうできるかなというよう

な気が、気はせぬですけれども期待が持てる

かなと思います。 

 それから土木の仕事も、これは時代錯誤か

もしれませんけれども、よそのことを言うよ

りも私の選挙区内に久木野村、あそこは昔は

水が全然なかったところなんですね、山つき

で。それを江戸時代に片山、下は名前ちょっ

と忘れたですね、顕彰碑が建っていますけれ

ども、白川の旧両併村、南阿蘇村の今の白水

ですね、両併村のところに堰をつくって、そ

して山を削って水を流して久木野村にあの田

んぼをつくったと。それで、そこの顕彰碑が
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残っておるんですけれども、なぜこういう話

をするかといいますと、やはりそういう土木

事業ですよね、今で言いますと。結果が何百

年という形で残っておるわけですね。久木野

の米はおいしいです。そして江戸時代につく

った用水路もきちっと残っております。それ

から、それに改良を加えて、また枝葉ができ

て、さらに畑が田んぼになったと、それが１

つですね。 

 それから高森町に白水路というのがありま

す・これも草部というところですから僻地も

僻地ですね。まず水なんかは希望ができなか

ったようなところですけれども、ここに今の

阿蘇市の旧坂梨村、高木、下はこれは忘れた

ですけれども、高木何がしという方が、阿蘇

の郡代から派遣されて草部村にやってきて土

木事業をやって、どこでその方がそういう技

術を覚えられたのか知りませんけれども、山

にトンネルを掘って、そのトンネルに水を流

して、そして用水路を引いて、あの寒村であ

った、水のほとんどなかった草部、特に南部

ですね、北部も少しは恩恵にあずかっており

ますけれども、そこに用水路を引いておられ

ます。そして、その方は用水路工事の最終的

なところで、自分の技術の至らなかったこと

で、何か高さが少し、水の流れる高さを測量

を間違ったと。その人は坂梨村に帰って、公

費を使って自分は仕事をしたのに力が足りな

かったということで切腹をしておりますね。

草部にはその方の顕彰するいろんな文書も残

っていますし、坂梨村にもそういう自宅跡に

それをたたえる何かがあるそうでありますの

で、私は大きいことよりも、それは熊本県民

が幸せになるというのは一番希望であると思

いますけれども、目標を定めてやられること

も一つの方策じゃないかと思います。 

 私は、これを否定しておるわけでも何でも

ありません。ただ、高校の先生も余り御存じ

ないということは、知らないほうも悪いと思

いますけれども、それを重く受けとめるよう

な、重さがないとは言いませんですよ。これ

は立派な施策で県民のためになると思います

けれども、費用対効果、特に皆さんの場合

は、土木というのは目的が凝縮されておると

思いますので、ぜひ県民の要望を、私の場合

は今回は阿蘇郡の災害、これは本当に予想以

上に迅速に対応していただきました。それか

ら長年の悲願でありました俵山のトンネル

も、県道熊本高森線、これ掘っていただい

て、南阿蘇村は人口が今減ってないんです

ね、ふえておるんです。これはもう奇跡的で

す。それから今度は南小国町に中原トンネル

の計画がいよいよ実現するということで、私

としては本当に皆さんには感謝しております

けれども、先ほど江戸時代の話をしましたよ

うに、ぜひ長年残って後世の人からたたえら

れるようなそういう事業も考えていく必要が

あるんじゃないかなと思いまして、きょうは

ちょっと土木部のいつもの議題と違って、大

きなあれが載っていましたので発言をさせて

もらいました。 

 答えがあるなら部長からちょっと、せっか

くだけん。 

 

○船原土木部長 私たち土木部が仕事してい

ますのは、やはり物をつくることが目的では

なくて、県民に使っていただいてそれをもっ

てそれぞれの生活に役立てる、経済活動に役

立てていただくということでつくっているわ

けでございます。その中でも、今、委員から

指摘がありましたように、相当昔につくった

やつでもまだ今でも現役で使えると、そうい

うものというのは非常に我々としては理想で

ございます。 

 その意味からしても、百年の礎をつくる

と、この４カ年戦略の中にもありますが、そ

ういう気概を持って我々も仕事をしていきた

いというふうに思っております。 

 以上でございます。 
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○内野幸喜委員長 ほか質疑ありませんか。 

 なければ、これで質疑を終了します。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が５件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、関係課長から説明をお願いしま

す。 

 

○成富監理課長 それでは、報告事項の１を

お願いします。 

 新熊本県建設産業振興プラン・アクション

プログラムについてです。 

 まず１で、新熊本県建設産業振興プランの

位置づけでございますけれども、(1)で、目

的としまして必要かつ良質な社会資本の整備

や安心・安全な県土づくり、さらには地域経

済や雇用を支える建設産業の振興。 

 (2)の目標としましては３点ございまし

て、技術と経営に優れた建設産業、②社会に

貢献する建設産業、③透明で公正な市場環境

づくりという目標で作成しております。 

 期間としましては、新プランが平成23年か

ら27年度、前期アクションプログラムが25年

度まで、後期アクションプログラムを26、27

年度につくる予定にしております。 

 本日その状況について御説明させていただ

きたいと思っています。 

 ２のほうですけれども、新プラン、アクシ

ョンプログラムの事業体系ですけれども、下

の枠にありますように、新熊本県建設産業振

興プランは、目標に対してそれぞれ支援策を

掲げております。 

 右側に、それを踏まえてアクションプログ

ラムということで、推進事業としましてそれ

ぞれ19の施策を推進事業として掲げておりま

す。 

 ２ページ以降に、この議会では、まず状況

を報告したいというふうに思っています。 

 ２ページ目をお願いします。 

 前期アクションプログラムの推進事業及び

平成23、24年度の取り組み状況について本日

御説明したいと思っています。 

 まず２ページ目の推進事業のほうにありま

すけれども、１の経営相談の実施について

は、１から４までの細事業がございます。 

 (1)の経営相談につきましては、例えば事

業の実績ですけれども、中小企業支援センタ

ーの経営相談ということで、平成23年度163

件、平成24年度144件の相談を受けているよ

うな状況でございます。 

 ２の県内企業の受注機会の拡大ということ

で、これも５から８の細事業がございます。 

 その中で(5)の下請等を含む県内企業への

発注の促進の状況でございますけれども、①

の事業実績の欄の①ですけれども、県内企業

で施工可能なものはできる限り県内企業へ発

注ということで、状況としましては発注金額

ベースでございますけれども、平成22年度が

94％であったものが平成24年度は特殊な事情

を除けば、98％まで上昇している状況でござ

います。 

 同じく③で、下請業者等の県内企業の優先

使用を共通仕様書に記載するとともに、元請

業者が県外下請業者に発注する場合、下請報

告書で確認するようにしました。 

 その状況でございますけれども、県内業者

下請受注比率につきましては、平成22年度が

78％でございましたけれども、こういう施策

をすることによって平成24年度は83％まで上

昇している状況でございます。 

 次に、推進事業の３の品質にすぐれた施工

ということで、２点細事業がございます。３

者協議会の拡充やワンデーレスポンスの拡

充、これは平成24年４月から本格実施してい

る状況にございます。 

 ４の地域の核となる企業の育成では、企業

の新商品開発等に対する支援等の２の細事業

をやっている状況でございます。 
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 ５の各種融資制度の活用では、３の細事業

をやっています。(13)のほうに、国の融資制

度の活用の推進ということで、地域建設業経

営強化融資制度の活用の推進ということで、

平成23年度には47件の５億円程度の融資実績

が上がっております。平成24年度は、28件の

３億3,300万円程度の融資実績が上がってい

る状況でございます。 

 ６の魅力ある職場づくりの推進では、(16)

から(19)までの４つの細事業がありますけれ

ども、例えば(18)のワーク・ライフ・バラン

ス、男女共同参画の推進及び障害者雇用の評

価では、育児及び介護休暇制度の整備、障害

者の法定雇用率達成の業者の加点ということ

で、例えば育児、介護休暇制度を整備してい

る業者には５点、障害者法定雇用率を達成し

ていれば５点というような格付の加点をし

て、それぞれ加点業者数が例えば696社程度

を実行されているような実績が上がっている

状況でございます。 

 ３ページをお願いします。 

 ７の推進事業、若年技術者の確保では、(2

0)から(23)までの４つの細事業がございま

す。 

 その中で(21)の若者の建設産業への新規就

業を促すプログラムの検討ということでござ

いますけれども、工業高校と地元企業が連携

した実践的事業や就業につながるプログラム

等を関係機関が連携して検討ということで、

現在、熊本県人材確保・育成協議会で協議を

している状況でございます。 

 具体的には、入職者とか定着の重要性に鑑

み、高校生のインターンシップとか高校教師

の現場見学会の実施や意見交換、あとはイメ

ージアップのためにどういうことをしていく

か、あわせて保護者へのイメージアップをど

うやっていくかというようなことについて

も、現在検討している状況でございます。 

 ８の建設業者の技術力の評価では、(24)か

ら(27)までの細事業がございます。 

 (24)の技術力の評価では、①で企業や技術

者の工事実績や工事成績等を格付及び総合評

価で加点評価ということで、格付では県発注

工事の成績85点以上で20点、80から85点で10

点、年１件を対象にやっています。 

 総合評価では、工事実績に応じて加点をし

ているような状況で、それで例えば格付加点

業者数としては393件の加点をしているよう

な状況でございます。 

 ９の財団法人熊本県建設技術センター研修

の充実ということで、２つの細事業をやって

いる状況でございます。 

 10のＣＡＬＳ／ＥＣ事業につきましても、

(30)、(31)で２つの細事業がございまして、

電子入札の市町村への普及ということで、例

えば(30)の電子入札の市町村への導入状況に

つきましては、まだ９市町村しか導入できて

ないような状況という実態もございます。 

 11の企業合併の支援状況では、(32)から(3

4)の細事業がございますけれども、(32)の合

併を行った建設業者の格付・入札の特例措置

ということで、合併企業の格付加点、指名で

の特例措置、総合評価方式での評価という３

点からいろいろな施策を講じていますけれど

も、合併後３年未満は例えば15％の加点をし

ています。３年から５年は10％の加点をして

います。こういう合併特例措置を受けている

業者数としましては、23年度は21件、24年度

から17件というような形で実績を上げている

状況でございます。 

 12の新分野進出支援事業については、３ペ

ージから４ページにかけて(35)から(38)まで

の細事業がございます。 

 ３ページ目の(35)の新分野進出支援事業の

②ですけれども、新分野進出にかかる基礎調

査とか実証実験に要する経費の一部補助をや

るようにやっていますけれども、23年度で６

件、24年度で８件の実績を上げているような

状況にございます。 

 ４ページ目にいきまして、13、14の推進事

 - 16 -



第４回 熊本県議会 建設常任委員会会議記録（平成25年８月20日) 

業は、社会に貢献する建設産業という目標に

向けた推進事業ですけれども、13の社会貢献

の評価として、39のボランティア活動への取

り組みの評価につきましては、例えば①にご

ざいますように清掃活動などのボランティア

活動により地域に貢献する建設業者に格付加

点をしたりしております。ボランティア活

動、消防団協力事業所、保護観察者の協力事

業所のうち、１項目該当で５点、２項目該当

で10点ということで、加点業者数が1,177社

に上るような状況でございます。 

 14の環境等に配慮した社会資本の整備とい

うことで、(42)から(45)の細事業をやってお

ります。 

 例えば(43)の建設副産物の再利用の推進の

状況につきましては、公共工事建設副産物と

いうことで、再利用の推進ということで、再

利用率ですけれども、例えばコンクリート殻

につきましては、平成23年度が93％が平成24

年度は97％まで上がっているような状況でご

ざいます。 

 15から最後までが、透明で公正な市場環境

づくりということでの推進事業です。 

 例えば、15の入札契約方式の改善では、(4

6)から(50)までの細事業をやっておりますけ

れども、例えば(46)の入札契約制度の改善の

②でございますけれども、低価格入札やダン

ピング防止に向けた取り組みの推進というこ

とで、平成25年７月から最低制限価格がおお

むね90％になるような見直しを実施しており

ます。 

 なお、現在の落札率は、平成22年度は93％

ですけれども、現在は95％程度になっている

状況でございます。 

 ５ページ目の16の総合評価落札方式の拡充

ということで、(51)の総合評価落札方式の拡

充ということで、①の事業簡素化のため総合

評価方式の見直しの検討ということで、簡易

型の導入ということで、約70の事業に対して

簡易型を導入している状況でございます。 

 17の元請・下請関係の適正化では、２の細

事業をやっておりまして、(53)の下請セーフ

ティーネット等の利用促進ということでは、

下請債権保全支援事業等の制度の見直しの活

用推進ということで、利用実績としましては

平成23年度では86件の１億9,000万円程度、2

4年度は70件程度の２億3,000万円程度の下請

セーフティーネットの利用が上がっておりま

す。 

 18では、不良不適格業者の排除の徹底とい

うことで、(54)から(59)までの細事業をやっ

ております。例えば、(54)の建設業者法令事

業遵守対策事業としましては、監理課のほう

で嘱託員を２名配置しまして、工事現場等を

訪問し、法令遵守の現地指導をやっておりま

す。調査実施件数としましては、平成23年度

で318件、24年211件の調査を実施し、是正指

導等を平成23年度が174件、134件ということ

でやっている状況でございます。 

 19は、国と市町村との相互連携ということ

で国、市町村と連携を、例えば公共工事契約

業務連絡協議会等を通じてやっている状況で

ございます。 

 ４のほうですけれども、後期アクションプ

ログラムの策定までのスケジュールとしまし

ては、平成25年４月から前期アクションプロ

グラムの検証、建設産業の現状の分析、後期

アクションプログラムに向けて庁内関係課と

の意見交換をやっています。８月委員会で経

過報告をしまして、８月以降に建設業団体等

との意見交換をしてまいりたいというふうに

思っています。平成25年11月に建設常任委員

会で素案の報告をしまして、２月に後期アク

ションプログラムの案を御説明し、３月に後

期アクションプログラムの策定・公表をした

いという形で今後進めていきたいと思います

ので、よろしくお願いします。 

 以上でございます。 

 

○立川用地対策課長 用地対策課です。 
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 報告事項２をごらんください。 

 災害・経済対策にかかる用地取得の現状と

今後の重点的な取り組みについて御報告させ

ていただきます。 

 初めに、１、現状として(1)平成25年度の

用地取得の概要です。 

 用地取得、用地補償費の推移にもあります

ように、平成25年度の用地補償費の計画して

おります予算額は約118億円となっており、

そのうち災害及び経済対策が約75億円となっ

ています。前年度に比べ約76億円ふえていま

す。 

 また、今年度は用地職員を前年度より13人

増員し、体制を強化して取り組んでいるとこ

ろです。 

 次に、(2)熊本広域大水害にかかる主な用

地取得の概要です。 

 災害の復旧・復興につきましては最優先で

取り組んでいるところですが、平成25年８月

２日現在で、熊本土木事務所におきまして白

川事業で対象家屋240戸中187戸の方々と契約

をしており、契約率は77.9％でございます。 

 現在、家屋の移転を最優先に取り組んでお

りますが、今後、建物交渉と並行して上流の

農地の用地交渉に着手してまいります。 

 菊池地域振興局におきましては、災害関連

緊急砂防事業いわゆる災関緊砂防を２カ所で

用地取得を完了しております。 

 白川事業では、７カ所中１カ所で用地取得

を完了し、２カ所で用地取得に着手しており

ます。 

 なお、残る４カ所につきましては、裏面に

記載していますが、個別説明とあわせて、並

行して境界立ち会いを実施することとしてお

ります。 

 阿蘇地域振興局におきましては、災関緊砂

防事業におきまして15カ所中13カ所で用地取

得を完了しております。 

 道路災害では、用地取得が必要となる交通

規制箇所５カ所中４カ所で用地取得を完了し

ております。 

 いずれにおきましても、取得ができていな

い箇所につきましては、最優先で取り組んで

います。 

 詳細につきましては、裏面に参考として概

要一覧を記載しておりますので、御参照くだ

さい。 

 次に、(3)用地取得にかかる隘路です。 

 本年５月、各出先機関用地課に調査したと

ころ、災害関連を含めまして用地取得全般に

わたって次の３点が主な用地取得にかかる隘

路となっております。 

 まず、１点目が相続等関係です。100人を

超える多数の相続人や外国居住者、行方不明

者の存在等により取得手続に時間を要してい

ます。 

 第２点目が公図関係です。法務局の公図と

現地とが一致せず混乱しており、土地の境界

確定等が困難で、用地取得に時間を要してお

ります。 

 ３点目が地権者の合意です。補償が不満や

代替地選定等により、合意に時間を要してい

ることでございます。 

 次に、これらの隘路、課題を解決するため

に、２、今後重点的に取り組んでいくものに

ついて説明します。 

 まず、１点目として、用地取得マネジメン

トの強化です。特に水害関連事業は最優先で

取り組み、事業終期を見据えた進行管理を行

ってまいります。 

 ２点目として、専門的知識を有する民間へ

の外部委託です。用地取得の隘路となってい

る相続人が多数存在している場合や公図が混

乱している場合などは、専門的知識を有する

熊本県公共嘱託登記司法書士協会等、民間へ

一部事務の外部委託を行うこととし、解決促

進を図ることとします。 

 ３点目として、プラスワン運動です。 

 冒頭説明しましたように、今年度は前年度

の約2.9倍の計画となっております。もう１
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軒交渉しようなど、用地職員のプラスワンの

頑張りの機運を盛り上げています。また、プ

ラスワンを合言葉に、本庁と出先が一体とな

り個別案件の隘路解決に取り組むこととして

います。 

 小さい見本を記載しておりますが、これを

各自見えるところに張っています。 

 最後に災害の復旧・復興そして経済対策の

円滑かつ着実な推進には、何よりもまず用地

を取得しなければなりません。引き続き、誠

心誠意、全力で取り組んでまいりますので、

今後とも委員各位の御支援と御協力をよろし

くお願いいたします。 

 以上です。 

 

○西田土木技術管理課長 土木技術管理課で

す。 

 報告事項３、緊急経済対策などの進捗状況

についてでございます。 

 ６月の当委員会で、上半期発注目標の設定

について御報告したところですが、その進捗

状況について御報告します。 

 まず、１、発注状況の表をごらんくださ

い。上段に緊急経済対策分、下段に全体分に

ついて記載しております。７月末時点で緊急

経済対策分が約149億円、率にして49.6％、

全体では約489億円、率で39.8％の発注とな

っております。 

 なお、上段括弧書きの数値は、上半期の目

標値です。 

 中ほどのグラフは、６月から７月の推移を

あらわしたもので、青色の棒グラフが緊急経

済対策分、赤色が全体分です。 

 緊急経済対策においては、７月末時点で目

標の約５割といった状況となっておりまし

て、未発注分についても現在工事積算や入札

手続などの準備を急いでいるところでござい

ます。 

 なお、全体においては、７月末時点で目標

の６割弱といった発注状況となっておりま

す。 

 次に、２、関連する主な取り組みについて

御説明いたします。 

 まず、(1)工事発注の円滑化に向けた取り

組みで３項目あります。その１つが発注体制

の強化で、15名の任期つき職員を採用すると

ともに、検算職員については４月より７名増

員して27名の配置としておるところでござい

ます。 

 ２つ目が入札手続の短縮化です。９月30日

までの期間においては、入札緩和措置として

3,000万円から5,000万円未満を条件つき一般

競争入札から指名競争入札とするほか、5,00

0万円以上については従来総合評価の基本型

を適用していたのを、原則として簡易型にす

ることにしております。 

 さらに３つ目として、現場代理人常駐など

の要件緩和です。現場代理人や主任技術者が

兼務できる工事の範囲の拡大を行っておりま

す。 

 次に、(2)資材などの受給逼迫への対応

で、２項目あります。 

 1つ目は、今後、発注工事の増加に伴い資

材価格の上昇も予想されるため、資材価格改

定の弾力的な運用として、当面、使用資材に

ついては毎月調査を行うなど、最新の実勢価

格を速やかに設計価格に反映するようにして

おります。 

 ２つ目は、工事用資材の需給状況につい

て、各発注機関から定期的に聞き取り調査を

行っており、需給動向などに大きな変化を生

じ調達が困難になった場合はいち早く把握

し、各機関に情報提供するようにしておりま

す。 

 次に、(3)県内経済への効果波及に向けた

取り組みでございます。これは、県産資材の

優先使用及び汎用的な工法採用、そして下請

業者への県内企業の採用について、さらなる

取り組みを行うものでございます。 

 具体的には、設計段階や工事の発注段階そ
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れぞれにおいて、特記仕様書に県産資材の優

先使用及び県内業者が施工可能な汎用的な工

法採用に努めるよう記載することといたしま

した。 

 また、総合評価方式の評価基準の地域性評

価項目に、新たに県産資材の使用の有無と県

内企業への下請を選択項目として導入してお

ります。 

 上半期も残り約１カ月余りでございます

が、前倒し発注に向けて最大限努力してまい

ります。 

 報告は以上です。 

 

○増田道路保全課長 道路保全課でございま

す。 

 去る平成25年７月25、26日に、瀬目トンネ

ル検討委員会・地盤検討委員会合同による現

地調査及び委員会を行い、トンネル及び地す

べりの現状評価を行うとともに、中長期対策

を検討し意見が取りまとめられましたので、

報告いたします。 

 まず、瀬目トンネルの概要及び経緯につい

て説明します。 

 五木村にある瀬目トンネルは、川辺川ダム

事業により水没する国道445号のつけかえ道

路として、ダム事業者で施工されました695

メートルのトンネルです。平成８年３月に供

用された後、平成12年10月にトンネル覆工コ

ンクリートの剥離が確認され、その後、地す

べりを原因とする変状が進行したため、これ

まで瀬目トンネル検討委員会の助言を受けな

がら、支保工等のトンネルの補強や水抜きボ

ーリングによる地すべり対策等を実施し、道

路交通の安全を確保してきました。 

 今般、平成21年８月の両検討委員会の合同

現地調査の取りまとめにおいて示されました

モニタリング調査結果のデータが蓄積された

こと、依然として変状が継続していること、

これらから検討委員会を開催したところで

す。 

 今回の合同委員会は７月25日に現地調査を

行い、トンネル周辺の地形状況の確認、トン

ネルの変状状況及び漏水状況等の調査が行わ

れました。 

 ７月26日の会議では、これまでのモニタリ

ング調査結果、安全対策、水抜き対策、地す

べりの現状評価、トンネルの現状評価につい

て観測データ等を分析・検討し、各委員から

意見が述べられ議論されました。そして、こ

ちらに挙げておりますように、モニタリング

調査結果、安全対策、水抜きの効果、地すべ

りの評価、トンネルの評価及び中長期対策に

ついての５つの項目から成る取りまとめとし

て集約されました。 

 今後、委員会の取りまとめに従い、さらな

る安全を確保するため追加の応急対策や監視

システムの更新・追加等を行いながら、詳細

な地すべり調査を行った上で、別ルートでの

抜本対策を検討してまいります。 

 以上、報告いたします。 

 

○坂口建築課長 建築課長の坂口でございま

す。 

 報告事項５、熊本県建築物耐震改修促進計

画の変更について御説明いたします。 

 熊本県では、建築物の耐震化を促進するた

め、建築物の耐震改修の促進に関する法律に

基づきまして、平成19年から27年度を計画期

間としまして、熊本県建築物耐震改修促進計

画を策定しております。 

 建築物の耐震化の目標としましては、住宅

につきましては計画策定当初の68％を、国の

目標を踏まえまして平成27年度末までに90％

とすることにしております。 

 また、特定建築物、これは多数の人が利用

しますおおむね1,000平米以上の建築物でご

ざいますが、これにつきましては住宅と同様

に計画策定当初の79.8％を平成27年度末まで

に90％とすることにしております。 

 計画では、もともと計画中間年でございま
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す平成27年度の見直しを予定しておりました

が、東日本大震災の発生を受けまして、地域

防災計画が２年をかけて大幅に見直されたこ

とでございますので、その被害想定を踏まえ

まして、現行の計画を基本としまして一部施

策の追加による変更を行うものでございま

す。 

 主な変更内容といたしましては、１点目が

被害想定を反映しました重点的な耐震化の促

進でございます。震度６弱以上で建築物が倒

壊する可能性が生じるということを踏まえま

して、緊急輸送道路沿道や最大津波浸水域の

うち最大震度が６弱以上となる地域におきま

して、重点的に耐震化に取り組むこととして

おります。 

 ２点目が防災上重要な施設の耐震化の促進

でございます。これまで震災後の活動拠点と

なります庁舎や保健所などを中心に耐震化に

取り組んできた結果、県有の活動拠点施設や

特定建築物につきましては、今年中に耐震化

率が100％となる見込みでございますが、今

回の計画変更によりまして、緊急避難施設と

なります学校の耐震化にさらに取り組んでい

くこととしております。 

 ３点目でございますが、東日本大震災でも

多くの被害が発生いたしました天井や外壁な

どの非構造部材やエレベーターなどの建築設

備につきまして、新たな安全対策を進めるこ

ととしております。 

 計画の変更内容につきましては、学識経験

者等から構成されます耐震改修促進計画変更

検討委員会を３回ほど開催いたしまして、い

ただきました御意見を踏まえ素案を取りまと

めまして、７月17日から８月15日までをパブ

リックコメントとして実施したところでござ

いますが、今後９月をめどに計画を公表する

予定としております。 

 なお、参考といたしまして、資料裏面に緊

急輸送道路及び最大津波浸水域と震度６弱以

上となる地域の図を重ねまして記載しており

ます。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で報告が終了しまし

たので、質疑を受けたいと思います。質疑は

ありませんか。 

 

○佐藤雅司委員 ちょっと２点ですけれど

も、１つは用地取得の件です。 

 本当に御苦労、夜討ち朝駆けで頑張ってお

られる、そのことはもう評価させていただき

たいと思っております。 

 ただ、やっぱり時間との勝負、戦いでしょ

う。となれば、用地取得は非常に大きな意味

を持つということは、もう誰でもわかってお

るとですね。大体、普通言われる８割用地取

得が進めばもう仕事は終わったもんと一緒で

すね、それくらい、工事全体がもう８割ぐら

い進んだと一緒だというふうに言われるわけ

ですね。 

 そこで、頑張っておられることはわかって

おりますけれども、何か自分たちでのその、

恐らく内部では目標は持っておられるという

ふうに思っております。ただ、非常に難しい

ところがあったりですね、市町村が協力がで

きないとかいろいろこうあったりですね。こ

れは、やっぱり基本的には災害は市町村が頑

張っていかなければいかぬわけですから一緒

になってやる、あるいはもう県独自でもう先

行してやる、いろいろ方法はあるというふう

に思っておりますけれども、その辺がある一

定の、何％とまでは言わなくてもいいから、

目標を持って戦略的な、まさにその用地取得

をやっておられるかどうかをちょっとお尋ね

したいと思っています。 

 

○立川用地対策課長 先ほど私説明しました

ように、災害復旧・復興は最優先でやるとい

うことで、それはもう目標としてやっている

ところですけれども、今先生おっしゃった目
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標ということでいきますと、昨年災害が起き

ましたので、例えば先ほど熊本市の家屋の取

得状況を御説明いたしましたけれども、一応

25年度末までに、いわゆる本年度末までにめ

どを立てようということでやっております。 

 それで先ほど３つの、熊本と菊池と阿蘇と

いうことで表でも御説明いたしましたけれど

も、それぞれ少しずつ、買う場所も違います

し買う事業種も違いますので、統一的に現状

でいついつまでということは決めてはおりま

せんけれども、それぞれの地域で、先ほどの

熊本土木でいけば年度末まで家屋はとにかく

やっていこうというようなことはやっており

ますし、阿蘇におきましても今最優先でやっ

ておりますのは、先ほど御説明いたしました

災関緊の砂防、それからちょっと御迷惑をか

けております道路災害復旧ですね、そういっ

たことを相手が、相手といいますか相続人と

か、いろんな土地が宗教法人の、裏面にも書

いておりますけれども、休眠の法人であった

りして、ちょっとめどが立たないときもあっ

たんですけれども、現時点ではおおむね大体

めどが立ちつつありますので、それを計算し

ながら後ろの目標を立ててやっているという

のが現状でございます。 

 

○佐藤雅司委員 私は現地で、このように申

し上げております。県が例えば遊水地である

とか、例えば道路の整備をこの際やるとか、

それから河川の話だとか、いろんなことを計

画を25年度中、26年度あるいは27、28ぐらい

までにやりますという、振興局あるいは土木

部で決めてあります。それについても一部変

更はあり得ると。それは、やっぱり用地取得

の状況が影響してくるんだということを申し

上げておるわけですね。ですから早い者勝ち

じゃないですけれども、早くまとまってくだ

さいと、まとまったほうからやっぱりその計

画も先に進ませていただきたいというような

ことを私も県のほうにも強く言っておるし、

また、それができないところをいつまでも食

いついてやっておったっちゃ、それは先に進

みませんもんね。土地収用法で強制執行とか

何とかできるならいいけど、多分できないと

ころは、阿蘇地域あたりではいろいろな基準

があるだろうと思うんですね。したがって、

やっぱり住民の御同意というのが一番大事に

なってきますから、そこができてないと、で

きませんよ、そういった話をしっかり地元行

政と連携をしながら言っていくということは

大事なこっちゃなかでしょうかね。そのこと

で、やっぱり目標を立てていきながら、地元

としっかり連携をしながら徹底したですね、

せっかくこうやって激災・激特の制度もつく

ったし、ということはお金もちゃんとあるわ

けですから、この機に、まさに県知事がおっ

しゃる創造的復旧に向けて頑張ろうというこ

とですから、ある意味チャンスの部分もある

わけですので、そういったことを戦略的にや

っぱり展開してもらいたいなというふうに思

っております。 

 要望ですけれども、ぜひ頑張ってほしいな

というふうに思っております。 

 それから、もう１点いいですか。 

 

○内野幸喜委員長 はい、どうぞ。 

 

○佐藤雅司委員 この報告事項４の瀬目トン

ネル、私も一遍行ってみたいなという気持ち

に今なったわけですけれども、別ルートで考

えると、ええっというふうに、やっぱり当初

のいわゆる技術的な問題もクリアできてなか

ったのかなと、まさに不測の事態といいます

か、高森の遊水トンネルのように水が多く出

だしたとか軟弱な地盤だったとか、冒頭から

わからぬだったのかなというですね、これは

やっぱりいろんな指摘を受ける可能性が大き

いなというふうに今思ったんで、そこら辺い

かがですかね。 
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○増田道路保全課長 先ほどもお話ししまし

たように、ダム事業のつけかえ道路というこ

とで施工された道路でございます。その折に

は調査はやられて施工されたわけです。当

時、橋梁案とかトンネル案といったことで検

討されたというふうに聞いておりますし、そ

の中で地すべりがあるということで、橋梁を

避けてトンネルをやられたと。その際の調査

では、地すべりのほうは避けたと。２カ所、

２カ所というか２本ほどありまして、それは

避けて十分、その当時の知見では十分だとい

うことで施工のほうはされたということで、

この委員会の中でもその辺は吟味されて結論

としては出されております。 

 その後の調査といいますか、変状が受けた

中で再度調査をする中で、表層から90メータ

ーほど深いところの地すべりが現在トンネル

の変状に影響を与えているという状況でござ

います。まあ当時の知見からしたらやむを得

ないということで、結論としては受けており

ます。 

 

○佐藤雅司委員 その調査検討委員会の中

で、やっぱり難しかったというようなことな

んですかね。どうでしょうか。 

 

○増田道路保全課長 そういうふうに結論づ

けられておりまして、その後、平成17年にこ

の委員会立ち上げられて検討されている中で

は、その地すべりの抑止ということで水抜き

ボーリング等もずっとやってはおるんですけ

れども、依然として緩やかではありますけれ

ども地すべりがとまらないといったことか

ら、今回そういうモニタリングのデータ等が

そろったことを受けて、検討委員会の中で吟

味をしてもらう中で、やっぱりそういうすべ

りあたりがとまらなければ、そういう抜本対

策も必要になるのかなということで意見のほ

うはいただいております。 

 今後といいますか調査を密にやりまして、

そういう全体の把握をやりまして、そういう

後の対応というのを早急に検討したいという

ふうに考えております。 

 

○佐藤雅司委員 学識それから技術者ももち

ろん入っての中の話でしょうけれども、私は

トンネル技術なんかというのは世界最高水準

だというふうに、我が国はあるなというふう

に思っておるわけですけれども、変なところ

で見抜けなかったみたいな話なのかなという

印象を持ったもんですから。以上でいいで

す。 

 

○内野幸喜委員長 瀬目トンネルでちょっと

私も。ちょっとこの前も話したんですけれど

も、当時はやっぱり予見できなかったと。と

はいえ、国に対してはやっぱり私はちゃんと

言っていくべきだと思うんですけれども、そ

の点は今どうなんですかね。国のほうは、ど

ういうふうに。 

 

○増田道路保全課長 国に対しては先日、九

州整備局等の事業連絡会あたりもありました

折に要望もしておりますし、機会あるごとに

やっておる。当然、建設をされたのは国なも

んですから、当時の知見といいますか、それ

からすればやむを得ないとはいいながら、そ

の辺のところは。 

 それとあと、こういう事例というのは少の

うございますので、技術的にも非常に高度な

技術も要りますし、当然、事業費等もかかっ

てきますもんですから、そういう技術的な面

それからお金、予算的な面あわせまして国の

ほうには今までも要望しておりますし、今後

も要望していきたいと思っております。 

 

○内野幸喜委員長 何かこう釈然としないん

ですよね。だから、やっぱり引き続きそこは

言っていっていただきたいというふうに思い

ます。 
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(｢委員長、関連で」と呼ぶ者あり） 

○内野幸喜委員長 関連で、はい。 

 

○松岡徹委員 建設産業振興プランについ

て、かなりありますけれども、関連で瀬目ト

ンネルのほうから。 

 僕の資料では、平成17年６月に検討委員会

があっていますよね。そこの検討委員会のま

とめでは、地盤の変動に関する別途委員会を

立ち上げ詳細な検討を進めていきたいと考え

ており、早急な検討をもって次回委員会に提

示したいと、云々とかなっているわけですけ

どね。 

 それで、平成21年の８月18日に瀬目トンネ

ル地盤検討委員会というのがあって、そこの

まとめでは、道路の安全性を確保するために

モニタリングを実施するとともに、緊急対応

体制を確保しながら、並行して効果的な水抜

き対策を実施すると。その後、効果の検証を

行っても、なお十分な効果が得られない場合

には新たな対策を検討すると。そしてまた、

このいわゆるあったわけですね。 

 この問題は私は17年ごろからこの建設常任

委員会で取り上げてきて、何回も現場を見に

行ったんだけれども、もともとが、例の川辺

川ダムの問題のときに一緒に分析なんかをし

ておった熊本大学の名誉教授の松本先生、も

う亡くなられておるんですけれども、あの先

生の見方は、やっぱりトンネルの場所をもっ

と深いところにしないとやばいと、危ないと

いうような見解を持っておられたのを思い出

すんですけど、ずっとこう委員会があって地

盤検討委員会もあって、そして今回のあれで

いくと、要するに水抜きもやったけれども、

効果的ないわば水抜きをやってそれで効果が

あった、一定のあれはあるけど、それで解決

施策とはいかぬということで、僕は非常に大

事なのは、あらかじめ迂回路を確保する必要

があるというふうに言われているわけです

ね、あなたが説明した文書でも。 

 これはぜひ委員長、この報告書全部を読み

たいと思うし、委員の皆さんには配っていた

だいたら、後日でも。そういうふうにこの文

書ではなっていると。 

 そして、いわば別ルートでの抜本対策を検

討すると、こうなっているわけですよ。です

から前回も言ったように、もともと、あるコ

ンサルのあれでは、ここは危ないというのが

あったということも我々としてはこの間議論

してきて、そしてそれが変わって大丈夫だと

いうのが出されたという経過も以前ダムの議

論のときにしたことがあるんですけれども、

いずれにしろ大丈夫だ大丈夫だと言って、こ

の時点ではいわば迂回路を確保する、そして

抜本的な別ルートとなっているわけだから、

これはもう極めて深刻な事態だと。私はもう

何回も行くけど、もうあそこは通りたくない

というか、もう以前からしてだんだんだんだ

んこう悪くなって、それで今回こういうよう

な報告が出ているからですね。さっきあなた

が言ったような、迂回路を確保する必要があ

るというところは読まなかったけど、迂回路

を確保する必要があるちゅうことは、やばい

ちゅうことじゃないんですかね。 

 委員長、これは建設常任委員会としても、

佐藤先生からもお話があったけど、重視して

現場視察をやったり、執行部任せじゃなく

て、これは本当何かあったら大変なことにな

るからですね、その辺の現状認識が、さっき

の課長の報告ではちょっと甘いんじゃないか

なという感じがします。この迂回路を確保す

る必要があるという、書かれている意味はど

ういうことですか。 

 

○増田道路保全課長 今までも補強について

は支保工等でやっておりましたし、それから

水抜きボーリング等の対策もやっておりま

す。それに加えまして安全対策として監視体

制ですね、光ファイバーケーブルの設置あた

りもやっておりましたし、それでずっとやっ
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ております。 

 ことしになりまして、４月からは毎日、目

視点検ということで、人が歩いて確認をする

というようなこともやっておりますし、その

光ファイバーケーブルについても増設をやっ

てということで、安全面の監視体制について

は今後も充実をさせていくと、今年度ですね

充実をしております。 

 迂回路につきましては、念には念をという

ようなことで、何かあってからでは遅いもん

ですから、そのための準備といいますか、そ

ういったことで二重三重の準備をしておく

と。特に445号につきましては幹線国道でも

ございますし、人吉と五木を結ぶというよう

なルート、大事な道路でもございますもんで

すから、そういった意味で、何かある前にと

いいますか、そういう念には念をといったこ

とで。我々としてはもう十分、そういう補強

なり監視体制をとっておりますので大丈夫だ

というふうに考えてはおります。 

 

○松岡徹委員 どうもおかしいんじゃないで

すか。大体この問題はもう10何年前、平成12

年の10月に側壁がはがれて、それから割れ目

ができたり次から次になって、その都度、大

丈夫だ大丈夫だと。17年には国と県で共同で

瀬目トンネルの変状は大体解消したという説

明会もやられているんです。そういうような

ことで、だんだんだんだんきて、迂回路を確

保する必要があると。災害対策だから、いわ

ば安全だから命にかかわる問題だから念には

念を入れるのがあたりまえですよ。だけど迂

回路を確保する必要があるというふうに報告

書ではなっているわけだね。そうしたら、迂

回路を確保することについての具体的なプラ

ントといいますか段取りというか、が必要じ

ゃないですか。やっぱり迂回路は迂回路で確

保する、安全対策は安全対策で、情報いわば

そういうのはきちっと整備しながら、それを

しながら同時に別ルート対策も検討しましょ

うということでしょう。だから、大体大丈夫

ですと、念には念を入れて迂回路ということ

ならば、迂回路についての具体化はどうなん

ですか。 

 

○増田道路保全課長 迂回路については、対

岸に村道がございます。 

 

○松岡徹委員 それは知ってるたい。 

 

○増田道路保全課長 はい。それから下には

旧445号がございますので、これらを補強し

てというふうに考えております。 

 

○松岡徹委員 補強は、どういう段取りでや

るわけ。迂回路の計画は。 

 

○増田道路保全課長 445…… 

 

○松岡徹委員 ９月議会に予算か何か出す

と、迂回路の整備について。 

 

○増田道路保全課長 予算につきましては、

現況の予算で対応したいと思っております。 

 

○松岡徹委員 やっぱり、これはできれば建

設常任委員会として現地を見て、それは佐藤

先生もおっしゃったけど、あそこを通ればみ

んなやっぱ怖いですよ。それは住民は毎日そ

れは通ったりしているわけです。我々は何か

行くにしても時々ですからね。そういう点で

は念には念を入れるのは当たり前であって、

迂回路対策などについてもきちっと、どうす

るかということを考えていただいたらと、一

応提案ですけど。 

 

○内野幸喜委員長 はい、検討させていただ

きたいと思います。 

 ほか。 
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○城下広作委員 ちょっと、せっかくだから

その論議の延長で。関連ではないですけれど

も。 

 公共事業はお金がかかるから、いろいろト

ンネルだ橋梁だといろいろと、橋梁なんかは

下の地盤が緩かったから途中で設計変更し

て、くいを延長するとか何とかと言われるけ

ど、意外と事前の調査には余りお金をかけた

がらないというか、金がかかるもんだから。

調査を怠ると意外と後で大量なお金がかか

る、工事変更を余儀なくされるというのが往

々にしてあるもんですから、やっぱり事前の

地質調査とかいろんなことを、ある程度しっ

かりやるという予算の考え方も持っておかな

いと、意外とルート変更、抜本的に工事を実

際いざやったら大きく変えないかぬ、もっと

高くつくというのがあるから、これはちょっ

といろいろと、今から大きな道路をいっぱい

やるときも、やっぱりトンネルをつくる、そ

のルートが本当にいいのか、ある程度地質を

しっかりやっておかぬと、また同じように水

がどんと出て、これは変えないかぬとかなる

から、これはこの辺でちょっと今後の分とし

ては一応教訓にしておくというようなこと

で、大事な観点かなというふうに思う。 

 私は別の部分として、先ほど用地の交渉の

部分がございました、進捗いろいろ、佐藤委

員のほうからもありました。 

 それで、ずっと私も気になるのは、例の土

地の所有者が、これだけ国際化になると外国

にも土地の所有者が、兄弟でもう相続でいっ

ぱいいたりとか、それとか、なかなか日本人

というのは土地を名義をそのまま、親が持っ

ていて子供に変えないと、特に田舎の山林な

んかそのままということで、もう代々そのま

まにしておくと、結局、所有者が限定できな

いとかで非常に買収に手こずる、もうそうい

う現実的要素があるわけですね。これは、も

う法律をちょっと変えにゃいかぬということ

もあるけれども、これは簡単に変えるのもな

かなか難しい、所有権の問題だから。こうい

うのでずっと足かせになると、やろうとした

って現実にやれないというようなことがいっ

ぱいあるわけですよ。 

 それと今度は結構、村とかその集落単位で

共同所有という部分で、これがまた100人、2

00人いれば、全部100人の関係者を見つけ

る、実際には亡くなって、おらぬとか、ああ

だこうだとかなって、非常にそういう部分に

対して足かせになっていると思うんですよ。

この辺を本当はもっと抜本的に論議しておか

ないと、これは国も通して、こういうのでや

っぱり災害時にとか緊急にとかいうのを要す

る分に対してはもっと簡素化というか何らか

の形で知恵を使って、早くできるようなこと

を考えないかぬかなと思うんですけれども、

この辺もちょっと現場のいら立ちとか大きな

障害になっているという部分の考え、もうち

ょっと現場に当たっていろいろ障害になって

いることは何かないですか。 

 

○立川用地対策課長 今、城下委員おっしゃ

ったとおりでありまして、いら立ちというと

あれですけれども、これは私ども熊本県のみ

ならず、国におきましても河川国道事務所と

かに用地課はありますけれども、全く同じよ

うな悩みを抱えております。そして我々の用

地の専門の、雑誌とかにありますけれども、

そこでいつもそういった議論をされていまし

て、抜本的なそういったその解消できないか

というような声がちらほら出ていますけれど

も、今先生おっしゃったように、これはもと

もと相続でいきますと民法のことになりまし

て、基本的財産権に関することでもあります

ので、土地収用法等は一応最後のとりでとし

てはあることはあるんですけれども、それも

なかなか活用できないといった隘路になって

おりまして、非常にその、何といいますか、

すんなり１対１で判こをもらえれば、もうす

んなりいくんですけれども、私どもはきょう
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御報告させていただきましたとおり、この隘

路というのが、これはもう日本全国といいま

すか、どこの起業者においても課題となって

います。 

 まあ長期的には、委員おっしゃったよう

に、国においてそういったことも検討してい

ただければと思いますけれども、先ほど申し

ましたように、いかんせん民法からやっぱり

変えないかぬとかそういったことに波及する

もんですから、なかなか私たち一起業者だけ

ではどうにもできないというような課題にも

なっています。 

 そういうこともありまして、ここにちょっ

と私ども今回重点的に取り組むものというこ

との中で書いておりますけれども、できるだ

け、私どもでできる分はやっていこうという

ことで、現時点でできるのはきょう御報告さ

せていただいたところが精いっぱいかなとい

うのが正直なところではございます。 

 

○城下広作委員 だから大変頑張っておられ

ると思うんですよ。要は、あとお金の問題、

個人の主観の問題で、用地の金額のある意味

では不満でどうこうというのは、これは時間

がたてばある程度は数も解決すると。 

 ただ、先ほど言ったのは、これはもう時間

とか何とかは関係なしに、環境的に抜本的な

問題として、これは絶対政府も考えなければ

いけないことなんですよ。それと東北の復興

がおくれているとがんがん言いよるけど、実

際にはこういう問題、土地の所有権とか集団

移転とか、いろいろとその場を離れるという

のは簡単ではないということで実際には手が

つけれないというのがあって、ああいうのが

誤解されていて何もやってないみたいに言わ

れるけれども、これは間違いであって、実際

には個人の土地というのが現存して、そこで

そのまま住めるか、住んだらまた同じ災害で

大変だということと、そういうのが動かなく

て結局進まないのが結構あるんですね。 

 だから、こういう部分でしっかりとやっぱ

りこの問題は、やっぱ何もしなければずうっ

と同じように交渉も進まない、仕事をやって

ないみたいに誤解を与えられるから、これは

やっぱり本当、我々もしっかり、こういう抜

本的な問題は国も論議しながら、用地に関し

ての取得の、災害には特にある程度早くまと

められる方法はないかなと、知恵もちょっと

考えていきたいなというふうに思っておりま

す。ぜひ頑張ってください。用地よろしく。 

 

○立川用地対策課長 激励もいただきました

ので、国に対してもそういった声を機会があ

れば言っていきたいと思いますし、今ちょっ

と東北大震災のときのお話がありましたけれ

ども、やっぱり震災も結局は同じ制度で用地

買収を行ってという形で、なかなか進んでな

いというのが現状です。ですから国からは、

先ほどちょっと私も申し上げましたけれど

も、地権者が不明の場合は土地収用法を活用

するなどしてやってくださいというような文

書も、これは東北向けなんですけれども、全

国にも参考までにこういったのを国から発出

したというようなのが来ておりますので、こ

れは東北のことですけれども、私どもも災害

も抱えておりますので一生懸命やっていきた

いと思っております。 

 

○城下広作委員 了解です。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほか質疑ありませんか。 

 

○松岡徹委員 建設産業振興プランについ

て、後期アクションプログラムに向けて検討

して今まとめると。 

 それで１つは、現在の建設産業振興プラン

の建設産業の現状と将来見通しというところ

についての、もう少し踏み込んだ検討をする

必要があるのかなと。 
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 ピーク時の建設投資に比べると、いわば減

って、業者も大体４割以上減っていると、い

や業者は減ってないと、18％台と。建設投資

は４割以上減っているけれども。これは、こ

の間一昨年の委員会でも言いましたし、この

前も言ったけれども、実際は30人から199人

規模の業者のを見ると、大体４割前後減って

いるわけね。１人から４人、５人から９人の

ところが12％とか７％になっている。そこが

母数の中の割合が大きいもんだから、平均で

すると10何％になると。だから、ちょっと荒

っぽいというか分析が。全国的にもそうだけ

れども、一昨年のこの委員会で私が全国の資

料ば示して、これに倣った熊本県の実態をデ

ータとして出してくださいと言ったとき、監

理課からいただいた資料があるんですけれど

も、それも大体同じような傾向になっている

んですよ。１人から９人までの数が10何％

で、いわば引き下げているんですけれども、

これも近年また全国的にはかなり減ってきて

いるわけですね。 

 ですから、その建設産業の現状をピーク時

と比較して、そういう形での分析が国のほう

でもなされているし、県のほうでも、悪く言

えばオウム返し的に書かれているあり方は、

もう少し踏み込んで検討したほうがいいんじ

ゃないかと。必要なデータを金子監理課長の

ときいただいたのが県にもあると思いますの

で見ていただきたい。 

 もう一つは見通しの問題で、結局はその現

状と将来見通しの関係は、現状がそうで公共

投資は年々減るばかりだと、だからその新産

業プランでは、新しいところへの業種転向や

いろいろなということになっているわけだけ

れども、先ほどもちょっと言ったように、い

わば無駄な大型の公共事業で、そういうもの

は僕はすべきじゃないと思うんだけれども、

実際のその道路や橋や港や住宅や、さまざま

な社会資本の維持修繕管理というのは膨大な

ものが県だって必要になってくるわけですよ

ね。ですから、いわば一路縮小という見通し

じゃなくて、そこら辺の新たな現在の状況を

踏まえたいわば予算の規模、それが年間にす

ればどうなるのか、そういうのを踏まえた将

来見通しと、それに対応できるような建設産

業というような組み立て方が必要になってく

るんじゃないかと思いますけれども、まず第

１点目その辺のところについて、全部まとめ

て聞いたほうがいいかな。 

 

○成富監理課長 今、現状と将来見通しとい

うことで、現状につきましてはおっしゃると

おり、建設投資がピーク時に比べれば半分、

建設業者は２割ぐらいしか減ってない、技術

者は３割ぐらい減っているというような実態

はございます。 

 こういう現状については、技術者のところ

はちょっと新プランの中では弱いということ

でありましたので、その辺は今度アクション

プランをつくるときには少しフォローしてい

きたいというふうには思っています。その辺

の議論をちょっと踏み込んでやっていきたい

というふうには今思っている状況でございま

す。 

 もう１点、将来見通しについてはおっしゃ

るとおりですけれども、県の予算というの

は、公共投資につきましては国にある程度財

源の面で依存しているといいますか、そうい

うところがありますので、なかなか県だけで

この将来見通しを立てるというのは非常に厳

しい状況です。御存じのように交付税の問題

等もありますので、その中で国が国土強靱化

ということで、いろいろなことで今から防

災・減災に向けて一定程度の予算をつけてい

かれるのかどうかというのが、ちょっと新年

度予算をしっかり踏まえてちょっと見通しを

立てていかないといけないなというふうには

考えています。 

 そういうことを踏まえて、単県だけではか

なり厳しいもんですから、国の予算の動向と
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それを踏まえて、今さっき委員からございま

したように、今からは維持管理に関する予算

等も必要になってきますので、この予算を一

定程度確保しながら、これに向けて、じゃ地

域ごとに建設業者というのはどうあるべきか

と。で、各地域ごとにどれだけの業者が必要

かという問題もいろいろございますので、そ

ういう投資の中でその辺の一つ一つの問題

を、短期的にはちょっと、すぐ片づけられる

問題でもない問題もいろいろございますの

で、中長期的な観点を踏まえながら検討して

いきたいといふうには思っています。 

 

○松岡徹委員 いろいろ検討してほしいと思

うんだけれども、もう一つピーク時との比較

の問題では、前回も言ったように1985年で見

ると50兆円、50万業者、今も大体その程度な

んですよ。ピーク時は80兆円、60万業者で、

大体いわゆる、ある面では公共投資が異常な

高まりを見せた90年の時期を除いて、85年と

比較すると大体同じようなレベルにあるわけ

で、だからそういうスパンでも見て、やっぱ

りいろいろ建設産業、やっぱり国土の安全、

国民の安全という点から見て、どうあるべき

かというのは、そういう角度も必要じゃない

かなと。 

 やっぱり国も、いわばさっき言いましたよ

うに国交省自身が190兆円、50年間で。それ

で30兆円足らぬというような分析もしている

ぐらいだから、やっぱり国自身も変わってい

ってもらわないかぬし、県としてもやっぱり

主体的に議論する中で国にも要請していくと

いうようなことをしていただきたい。 

 ２番目に、ことしの４月１日の例の、この

前も聞いた公共工事の設計労務単価の問題で

すね、15.1％への引き上げ、これは1997年か

ら公表するようになって、いわば初めて２桁

台になったんですけど、これが実際、10月に

大体調べるようになっているようですけど、

実際のその効果といいますか、国としては行

政にも業界団体にも要請をしているようです

けど、その辺は今の時点ではどのように捉え

ておりますか。 

 

○成富監理課長 設計労務単価につきまして

は、昨年の10月の労務費調査を踏まえて、今

年度は技術労働者の処遇改善とか社会保険へ

の加入とかいうことを踏まえて、政策的な面

も含めて前年度に比べて13.5％、県でも労務

単価を引き上げています。 

 おっしゃるとおり国からは本年の３月29日

に県、市町村さらには民間団体と建設業団体

に対して、技術労働者への適切な賃金水準の

確保ということで、ダンピング受注の排除と

か社会保険加入などを促進するとかいうよう

な通知がなされています。 

 これを受けて国では、ことしの７月16日か

ら８月６日の期間で、下請取引等実態調査が

なされています。この中で今度の技術労務費

の、労務単価の引き上げがどの程度実際なさ

れているかというのが、今調査をちょうど国

のほうでなされている状況でございます。 

 これを受けて、建設業、産業団体連合会に

おいても、労務賃金状況の調査が四半期ごと

にするというようなことが全国レベル、当然

九州でも熊本県でもそういうことをやるとい

うような決意でなされていますので、四半期

ごとに建設業団体のほうでも、例えば公共土

木であれば３億円以上だったら２割程度、役

員以外のところは、１億円以上であれば１件

程度をそれを業務調査をするというようなこ

とで、今建設業協会のほうでもそういう準備

をされているとお聞きしています。 

 県としてもこのような状況を踏まえて、８

月16日の日に建設業団体連合会宛てに、公共

工事設計労務単価の改定を踏まえた適切な賃

金の支払いをしてくれということを要請をさ

せていただいています。その元請となる建設

業団体のみならず、下請でやります技能労働

者組合とか鉄筋とか型枠とかいろいろの工業
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団体に対しても、こういう労務単価がちゃん

と上がっているということを認識してちゃん

と、これは総価契約の中で、民民の契約の中

でですけれども、そういうことをちゃんと認

識してやっていくようにというようなことで

依頼をしています。 

 この労務調査については、この４月からで

ありますので、実態としては４月以降に県が

発注したのか、大体７月からの工事が多くあ

ります。７月から工事したのが、実際工事に

着工して賃金が払いが出るのは９月、10月に

なっていくというのが現場の実態的な感覚で

ございます。そういうことを踏まえると、こ

の10月の労務調査ですぐ反映実際したものが

出てくるのかというのは、もともと業界団体

からもいろいろな意見があるみたいです。 

 そういうことがありますので、今後県とし

てどういうことをやるかというのは通知をさ

せていただきまして、あと国とか建設業団体

が労務調査をするということがありますの

で、そのすき間がかなりあります。このすき

間に対して、私どもはそういう調査の制度と

か何とかを見ながら、どういうことをしてい

くべきかというのは引き続き検討をやってか

らやっていきたいというふうには思っていま

す。 

 

○松岡徹委員 結局は、４月１日からの設計

労務単価を２桁台に乗せた。何で国交省がそ

ういうふうにしたのかというのは背景を調べ

てみると、結局は建設産業の技能者が、いわ

ばだんだんだんだん少なくなって、その技能

の継続ができないというか、あるいは公共工

事の品質の管理ですね、品質の保証ができな

いというか、そういうようなこともあってこ

ういうふうになったようなんですけれども、

もともとこの間、公共工事、コスト、構造改

革というのでずうっとそのいわゆる、大体市

場方式といって、賃金の状況ば調べると、大

体公共工事を締めていくもんだから低価格競

争になって、業界は。そうすると、どうして

もそれは労働者、事業者の賃金の低下になっ

て、その下がった賃金を10月に調べて、それ

を基礎にいわば設計労務単価を決めるもんだ

からマイナスのスパイラルになってきたわけ

ですよ。どんどんどんどんもう技能者もいな

くなって対応できないということで、いわば

今度設計労務単価が変わったと、そういうこ

となんですね。 

 ですから、今課長が言ったその10月で実態

が出ないかもしれぬ。それで私が思うのは、

いわばそういう市場方式、いわば下がった賃

金をベースにして労務単価を計算するという

やり方じゃなく、今度いわばあなたも言った

ように、４月１日の労務単価の引き上げは、

いわば賃金、従来の市場方式に加えて社会保

険の負担とかそういったものも加味して、い

わば２桁台の引き上げをしたわけですよ。そ

れは言葉で言えば、いわば標準生活方式と言

うらしいんですけれども、市場方式に、市場

調査方式と違う、いわば標準的な生活が建設

産業従事者も送れるためには、いわゆるその

市場調査だけじゃなくて、社会保険なんかも

払えるような価格にすべきだというような、

そこら辺のところに国交省自身がいわば事実

上は改めたわけだよ、今度の２桁台の。そこ

ら辺をやっぱり熊本県としてもよく検討し

て、国交省にもいわば積極的に問題提起もす

るし、県としても業界ともしっかり協力して

やっていただく必要があるんじゃないかなと

思いますけども、その点いかがですか。 

 

○成富監理課長 委員おっしゃるとおり、今

回の労務単価というのは国のほうがもう何10

年来のこういう政策的な決定でございますの

で、その意向を建設業団体のほうも理解しな

がらやっていくということでございますの

で、おっしゃるように建設業団体さらには下

請となるそれぞれの技能士組合とも連携しな

がら意見交換しながら、できるだけそういう
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ことが適切にできるような環境づくりをしっ

かり県としてもやっていきたいと思います。 

 

○松岡徹委員 結局は県の建設産業プランで

も若年技能者対策とかあるけれども、あなた

も説明したけれども、調べてみると若年労働

者いわば若年の入職者、これは1990年に比べ

ると５分の１に減っているらしいんですよ、

若い人が建設産業に入るという数が。それか

ら入職した人の離職率、これが一般の製造業

の大体２倍になるらしい。だから本当に、い

ろんな、産業プランでいろんなメニューを書

いているけど、肝心かなめなところはやっぱ

り賃金を引き上げて待遇をよくするというと

ころに変わらないと、この傾向は変わらない

と思う。そこのところをね、しっかり。 

 それから、次によかですか。 

 

○内野幸喜委員長 はい。 

 

○松岡徹委員 不良・不適格業者問題ですけ

れども、これも今僕が言ったことと関連する

けど、国土交通省の建設産業の再生と発展の

ための方策2011とか2012の中では、社会保険

未加入企業が不良・不適格業者の中に入って

おるわけですよ。ところが、社会保険の未加

入の問題は、なんちゅうか、いわば実際そう

いうことができないような単価で受注せざる

を得ないというか、そういう現状に業者はあ

るわけですよ。そこに、だんだんだんだん、

さっき言ったこととの関連すれば追い込んで

いった傾向があって、それを不良・不適格業

者と。それで設計労務単価を、繰り返しませ

んけれども、やっぱり社会保険の負担能力な

んかも加味したものに引き上げようというこ

とで国交省自身が出しているわけですよ。 

 ですからこの不良――もちろんここに書い

ているように暴力団関係者とか法令違反とか

いろいろね、そういうひどいものはよろしく

ないけど、やっぱり社会保険未加入業者を一

方的、機械的に不良・不適格業者として排除

していくというやり方は改めるべきじゃない

かと、よく検討すべきじゃないかと思います

けど、いかですか。 

 

○成富監理課長 委員からそういう意見でご

ざいますけれども、一応社会保険加入につき

ましては、やはり福利厚生の面から、入職者

としてはやはり、まあ親御さんたちに言わせ

れば、求人票を見れば社会保険の加入もない

ような業者にはやっぱりどうかというような

意見もあって、こういう社会保険とか福利厚

生面でのある程度の建設産業も大事という、

ちゃんとしないと入職者が図れない、定着が

図れないというような反響もございましたの

で、社会保険未加入業者が不良・不適格業者

とまでは言いませんけれども、そういうこと

をちゃんとやらないと若者が入職してこな

い、定着していかないという現実もあります

ので、社会保険の加入につきましても、県と

してはある程度のことはちゃんと監視をして

いきたいというふうには思っています。 

 

○松岡徹委員 もちろん、そういうふうにし

ていかなんけど、国交省のあれでは不良・不

適格業者にそれが入っているわけですよ。だ

から、それはやっぱり余り機械的にね、現状

を踏まえて改善の方向でもう少し柔軟に対処

したほうが。(｢当然適用事業所は法律だ、法

律違反だ」と呼ぶ者あり）。 

 

○成富監理課長 済みません。佐藤委員がお

っしゃるように、社会保険法でちゃんと５人

以上雇っているところは入らないといけない

となっていますので、そこはしっかり…… 

 

○松岡徹委員 だからね、それはそうだけ

ど、いわば実態はそういう、僕が繰り返し言

ったような現状にあるわけだし、結局は国交

省自体も2011とか2012なんかで示した不良・
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不適格業者と言ってきたけど、今度の設計労

務単価の考え方では、そういう新たな段階に

来ているわけだよ。だから、そこをやっぱり

国にも働きかけて、いわば熊本県の建設産業

を守る業者を守るという立場でね。いわば国

がそうだから排除するというようなやり方で

ええのかということば言っているわけですた

い。 

 

○成富監理課長 排除するというより、まず

は法をきれいに守ってもらうことは必要と思

っています。 

 

○松岡徹委員 それからね、これ最後にしま

すけど、建退協の証紙の添付問題ですけれど

も、これはもう御承知のように建設産業とい

うのは個人の請負だったとか職場が変わった

りということで、有給休暇とか退職金とかな

かなか難しいんですよね。だから業界として

いわばカバーするということで建退協の制度

ができているわけですよね。これをやっぱり

本当に徹底せないかぬということで、熊本市

に聞いたら、熊本市は市関係の現場に立入調

査をしているわけだよ。まあ僕に言わせれ

ば、すごく評判のよくない熊本市なんだけれ

ども、余りいいことしてないような熊本市だ

けど、その点では熊本市が進んでいるなと思

ってね。県としてもきちっと、そういうこと

はやるべきじゃないか、実態調査をね。そし

て改善を図っていくと、業界と一緒にね。と

いうことはどうですか。 

 

○成富監理課長 建退協につきましては、県

は元請業者に対して契約時とか下請報告書を

出させるとき、あと経営事項審査に対して、

元請に対して購入状況とか交付の状況という

のは確認しています。 

 ただ、下請に対して、熊本市がやっていま

すように下請から実際の実績報告を出しても

らうというようなところまでは県は実際やっ

てないところがございますので、現在も10月

からそういうことが、やはり元請だけに調査

してはどうかという点も一つはありますの

で、熊本市がそういうことをやっておられる

ということもありますので、10月から下請に

対してもそういう実績報告を求めることがで

きないかという、まず試行的にやってみよう

ということで今準備をしている状況でござい

ます。 

 

○松岡徹委員 熊本市がやっているぐらいの

ことは県としてきちっとやるということを、

重ねて求めておきたいと思います。 

 

○成富監理課長 熊本市のことも踏まえて、

県としてどうするかを今しっかりやってお

り、検討している状況です。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 

○松岡徹委員 一応、建設産業関係は以上で

す。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質疑ありませんか。 

 

○城下広作委員 振興プランで１点だけ。 

 松岡先生の話ではないんですけれども、私

も個人的にというか、ずうっと実態に見てい

るのは、まさに土木もコンサルも、現場は年

齢がある程度いった方で、若い人の技術が本

当に踏襲できない。これは何年か何10年か後

には必ずこの影響は、この業界では確実に大

きな影響を受けます。これは本当に、学校も

だんだん縮小してなくなる、大学でも建設関

係科をなくそう、こういう動きは加速をして

おります、少子化の影響もあります。だけ

ど、大事な技術者は確実にもう育たない、現

場では高齢者の方が現場で一生懸命されてい

て、もうリタイアしたときには、振り向いた

ら次に若い人がいない、これは現実の問題で
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す。これは本当にいろんな角度から考えなき

ゃいけない、これだけはちょっと振興プラン

にもちゃんと書いてありますけれども、しっ

かりとこの部分だけは認識をしておかない

と、特に技術を継承するには大事なことだと

思いますので、１点だけあえて言っておきた

いと思います。 

 

○内野幸喜委員長 まさに若手技術者の問題

というのは深刻な問題で、やっぱり本当、高

齢の方が多いんですよね。これはもう建設業

協会のほうからもずうっとそういう話が出て

いますので、ここは本当にやっぱり力を入れ

ていかないといけない分野だと思います。 

 ほか質疑はありませんか。 

なければこれで。(｢最後１つだけ」と呼ぶ

者あり）はい。 

 

○松岡徹委員 緊急経済対策の進捗状況のと

ころで、入札手続の短縮化で指名競争入札の

拡大とあるわけね。これは基本的には私は、

いわば一般競争入札を原則にして条件つきと

いう形でやるべきだとこの間もずっと言って

きたんですけれども、指名競争入札というの

はいろんなやっぱり弊害もあるわけですよ

ね、そこら辺のところはどうですか。よかと

言うと何だけれども、そういう形で広げてい

くというあり方は余り望ましくないんじゃな

いかと思うんですけれども。 

 

○成富監理課長 ここで書かれています指名

競争入札の拡大は、あくまでも今回の経済対

策や災害復旧を踏まえた状況の中での指名競

争入札の拡大でございますので、全体的に指

名競争入札を拡大するかどうかというのは、

ちょっとまだ別問題と考えていますので、こ

こで書いてあるのはそういう状況でございま

す。 

 

○西田土木技術管理課長 今、監理課長から

話がありましたけれども、あくまでもことし

の３月から９月まで、いわゆる昨年から緊急

経済対策あるいは災害復旧事業というのが今

後大量に発注するということで、なかなか指

名競争入札、一般競争入札の手間もかかると

いうことで、あくまでも一時的に導入したと

いうことでございます。暫定的な措置です。 

 

○松岡徹委員 それはわかっている、緊急経

済対策の説明だからね。それでも懸念はある

なと。十分そこは、いわば過去のいろんなこ

とも踏まえて、弊害が出ないようにすべきだ

し、原則は原則としてきちっとしていく必要

があるなということですね。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

ほかに質疑はありませんか。 

 なければ、これで報告に対する質疑を終了

いたします。 

 次に、その他で何かありませんか。 

 なければ、以上で本日の議題は全て終了い

たしました。 

 最後に、要望書が３件提出されております

ので、参考としてお手元に写しを配付してお

ります。 

 それでは、これをもちまして第４回建設常

任委員会を閉会します。 

 午後０時22分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により

ここに署名する 

  建設常任委員会委員長 

 - 33 -


